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混雑度・災害弱者・家族構成を考慮した

避難所決定シミュレーションに関する研究*

田中智基

内容梗概

地震等の突発的な災害時において，被災者の安全確保に向けた対策は必須の課

題である．帰宅困難者及びそれらの数に相当する被災者の安全を確保するため，

避難所の提供，避難所に対し被災者の適切な分配，誘導は災害対策の最も基本的

な方針である．

避難所の決定の問題は，収容可能人数を制約とし被災者の避難時間を最小化す

ることが目的化される．その中で，帰宅困難者を対象とし，被災者の位置情報を

取得できる前提の下，ナップサック問題の考えを利用し，ヒューリスティックに

避難先を決定する手法が存在する．しかしながら，避難状況は移動中の混雑や，

被災者自身の属性，特徴，社会的関係が大きく影響することが考えられ，帰宅困

難者の対策においてもそれらの問題が指摘されている。

本研究は，被災者の発生に伴う複数の問題に対応するため，上記の避難所決定

手法をベースラインとした新たな避難所決定手法の提案をする．また，提案する

手法はそれぞれ効果を検証するため，30,000人規模の避難を想定したシナリオの

マルチエージェントシミュレーションを実施し，避難完了時間などを測定し，既

存手法と比較した．本論文で取り扱う課題は以下の通りである．

課題 1は避難行動によって発生する道路上の混雑及びその影響を緩和できるよ

うに避難所を決定すること，課題 2は高齢者や身体障碍者などの災害弱者が避難

行動中に被る身体的負荷を軽減が可能となるように避難所を決定すること，課題
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3は家族の世帯構成員が離れている状態で構成員同士を避難所に合流させること

を目的とする．

課題 1に対しては，混雑の影響を推定する手段としてシミュレーションを利用

し，その結果を反映した上で避難所の再決定を行う．この手順を反復することで，

移動中の混雑とその影響を軽減した避難所決定の解を出力している．全体避難完

了時間を約 12%削減し，移動中の平均混雑度数が 24%から 32.5%，最大混雑度数

が 24.2%から 57.8%減少する結果が得られた．

課題 2に対しては，被災者を健常者と災害弱者の 2つに分類し，尚且つ被災者

が指示に従わない行動する可能性を想定する．これにより，災害弱者への優先性

と避難所の割り当て人数に制限を設けた上で避難所の決定を行う．更に，シミュ

レーションを活用することでたらい回しが発生する避難所を特定し，避難所に訪

れる人数の想定に合わせて制限する手法を提案する．実験の結果，健常者による

避難指示に対して一定の貢献が担保される場合において，災害弱者の避難時間を

下回ることが可能になると伺えた．

課題 3に対して，ベースラインの手法を複数人ごとで避難所を決定するように

拡張し，世帯ごとの避難所までの予想避難時間について，異なる複数の設定を考

案し，それぞれの設定による避難完了時間結果を比較した．考案した設定は一般

的な避難方針にて採用されている「自宅に近い場所に集まる」を参考にした「自

宅基準時間設定」を基準として，被災者の分布に応じた複数のパターン「最大避

難時間設定」「最小避難時間設定」「平均避難時間設定」の 4つとなる．世帯構成

データを用いたシミュレーションを行った結果，「自宅基準設定」と比較して「平

均避難時間設定」で平均避難完了時間が約 23%，「最大避難時間設定」で全体避難

完了時間が約 22%削減する結果となった．一方，ベースラインである個人ごとの

避難所決定と比較した場合，提案手法は全体避難時間が 63%以上増加するのに対

し，ベースラインの手法は複数の構成員を持つ世帯の集合率が約 23.6%であると

いう，避難完了時間と世帯集合のトレードオフの関係が伺えた．

本論文の最後にて，上記の 3つの研究の結果を受け，避難所決定計画，位置情

報技術を利用した避難システムの活用における課題や展望について考察する．
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A Study on Simulations for Evacuation Shelter

Selection Methods Considering Congestion, the Disaster

Weak, and Household Compositions*

Tomoki Tanaka

Abstract

In sudden disaster situations like earthquakes, providing shelter sites and assigning

evacuees to shelters properly are fundamental policies to keep such evacuees safe.

In many studies, the problem of deciding on shelters is often formulated to minimize

the evacuation time of evacuees with the constraint of shelter capacities. Among them,

there is a method that heuristically determines shelters for evacuees using the idea of

knapsack problems under the assumption that the location information of evacuees can

be obtained. However, evacuation situations are highly affected by other factors such

as traffic congestion or attributes, and social relationships of evacuees, which are also

related to the problem of those who are unable to return home in disaster situations.

In this thesis, I propose new shelter selection methods to tackle multiple issues of

such evacuees using the abovementioned method as the baseline. To evaluate the effec-

tiveness of the proposed methods, multi-agent simulations for the evacuation scenarios

of around 30,000 people are executed and the methods are compared by measuring

multiple indications including the evacuation time.

This thesis addresses the three following issues. Issue 1: selecting shelters to reduce

evacuation time alongside mitigating congestion on roads and its effect during an evac-

uation, Issue 2: assigning the disaster weak such as the elderly and the disabled people

*Doctoral Dissertation, Graduate School of Science and Technology, Nara Institute of Science and
Technology, March 15, 2024.
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to shelters properly to moderate burdens that they will get, Issue 3: Gathering family

members from distant places at the same shelters.

To address Issue 1, simulations perform the function of estimating congestion on

roads. Then the proposed method selects shelters based on the estimation. By repeating

this procedure, a congestion-aware solution for the shelter selection will be derived. As

a result of the simulation experiment, the overall evacuation time was reduced by 12%.

The decrease rate of the average congestion degrees was from 24% to 32.5% and that

of the maximum congestion degree was 24.2% to 57.8%.

About Issue 2, evacuees are clustered into ”healthy people” and ”the disaster weak”

and the existence of evacuees who do not follow evacuation instructions is assumed.

The proposed method not only gives priority to the disaster weak but also restricts the

assigning numbers of evacuees to shelters. Moreover, utilizing simulations to detect

which shelters will be crowded and how the disaster weak will be refused by shelters

due to evacuees’ selfish behavior. Then, the assigning numbers of shelters are set by

the simulation result. As a result of the experiment, the evacuation time of the disaster

weak can be reduced with sufficient contribution of healthy people to instructions.

Regarding Issue 3, the baseline heuristic shelter selection algorithm is redeveloped

for assigning groups to shelters instead of single evacuees. Then I present the multi-

ple settings for the estimated evacuation time of households to shelters. They include

”the Home-based time setting”, which is inspired by strategies that many organizations

adopt, and three location-aware settings, ”the maximum time setting”, ”the minimum

time setting” and ”the average time setting”. As the result of simulations utilizing syn-

thesized population data, the average evacuation time was reduced by approximately

23% in the average time setting and the overall evacuation time was moderated by

around 22% in the maximum time setting compared to the home-based time setting.

As the other finding, compared to the baseline method, the proposed method increases

the overall evacuation time by more than 63%. At the same time, the success rate in

family-gathering of households with multiple members was approximately 23.6% in

the previous method.
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The last part of this thesis discusses how disaster management and evacuation sys-

tems with location-based technologies should be operated in response to the findings

of the studies above.

Keywords:

evacuation strategies, road congestion, the disaster weak, household composition, heuris-

tic algorithm, knapsack problem, multi-agent simulations, smart city
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1. 序論
日本国内は，例年，地震や台風などの自然災害の被害を受けやすい環境に置か

れている．災害発生時は建物の倒壊，道路の封鎖，死傷者が出るなどの甚大な被

害を受けることになる．近年は，気候変動の影響により，自然災害の更なる頻発

化も懸念されている [1]．災害の発生は突発的であり，正確な予測が難しいため，

被災者の安全を確保し適切な避難を可能にするために，発生前と発生後の対策が

重要である．政府及び各地方行政も防災白書をはじめ，各避難方針マニュアルを

作成して，防災意識の啓発をしている．災害について国内を取り巻く環境の激し

い変化を受けて，令和 5年防災白書では，とりわけ次のような対策課題を明示し

ている [1]．

• 自然災害の激甚化・頻発化

• 防災・減災インフラの整備等による災害への対応力の向上

• 人口の大都市部への集中と高齢化の進展

• 国民の防災意識の変化、自助・共助の取組の進展

• グローバル化に伴う外国人の増加

• デジタル化等情報伝達手段の変化

予期せぬ災害の発生は，「帰宅困難者」を生むことがある．東日本大震災発生時，

東北地方での甚大な被害に加え，首都圏である東京では鉄道等の交通機関の運行

停止により，約 515万人の帰宅困難者が発生し，駅や道路などで人流の混雑を引

き起こす事態となった [2, 3]．歩行者が道路上に溢れている状態は，移動による 2

次被害の可能性を持ち，被災者側も家族との連絡，安否確認を必要とし，それら

は行動の意思決定にも影響する．この東日本大震災の事例以後，内閣府や人口が

集中する都市部らを主導に帰宅困難者の対策が進められている [4]．

災害発生時の被災者の安全を確保する手段として，避難場所の提供と的確な被

災者の誘導は最も重要な事項である．特に，帰宅困難者に対しては，帰宅が可能に
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なるまでの一時的に滞在が可能な場所が必要となる．より効率的，避難誘導を実

現するため，通信技術を活用することで避難誘導システムの開発やスマートフォ

ン避難誘導アプリを使った支援方法の確立などが広く進められている [5, 6]．更

に，IoT，ICT技術の発展を背景とし，仮想空間と物理空間を融合したシステムに

より経済発展と社会問題解決の両立を図る，Society 5.0 [7]やスマートシティ計画

が推進されている [8, 9]．スマートシティは，都市内にセンサー等を張り巡らし，

センサーより実空間上のデータを IoTや ICT技術を用いて収集，分析を行い，分

析結果を基にフィードバック仕組みとなり，より質の高いサービスの提供や社会

課題の解決を目指す．また，実世界をデジタル空間上に再現する技術としてデジ

タルツインが注目されている．デジタルツインは現実世界のモノや環境などの情

報を仮想空間上に再現し，仮想空間上でシミュレーション，事象の分析，検証を

可能とし，それらを活用することで，実世界での対象の制御や作業の効率化が得

られるメリットがあるとされている．このようなスマートシティ，デジタルツイ

ンの技術の効果の一つとして，災害時の避難誘導への応用が期待されている [10]．

被災者の位置情報の把握，行動を予測，混雑の推定がより高い精度で可能になる

ことで，効果的な避難指示が行えることが期待される．

指定避難所には収容可能人数が設けられており，避難行動時には被災者が避難

所に集中，また都心部や混雑が見込まれる地帯では，訪れる被災者全てを避難所

に収容することが困難になる．収容人数を超過すると，たらい回しにより被災者

に移動の負担を課し，避難時間の遅延を引き起こすことになる．このたらい回し

の問題を防止するため，避難所への誘導には収容可能人数に収まるように，被災

者を割り当てなければならない．避難場所の決定及び被災者や車両の割り当てを

扱う研究では，避難時間の最小化を目的とした避難所と被災者の整数計画問題と

して定式化されることが多い [11, 12]．そのような避難所を決定する研究の中で，

帰宅困難者を念頭に置き，混雑が予想される地域での歩行者の避難所までの誘導

を対象にした，梅木らのナップサック問題の考えを利用し定員を避難所をヒュー

リスティックに決定する手法 [13]が存在する．この手法は，被災者の位置情報を

端末より取得し，避難所の定員をナップサックの容量，避難所までの避難時間を

アイテムの重さと捉え，ヒューリスティックに選択することで，たらい回しを防

2



止し，全ての被災者を最寄りの避難所へ割り当てるよりも短い時間で全体の避難

を完了させることが可能となる．

しかしながら，この手法の避難所決定問題にて，入力する要素として考慮され

ているのは，避難所の定員，避難開始時の位置情報のみである．そのため，上記

に挙げられるような災害全般或いは帰宅困難者の問題にて，被災者の行動に影響

するとされる「歩行者の移動による混雑」や「被災者自身の特性」については考

慮されていない．特に，「災害弱者」「要支援者」として表されるように，年齢や

身体能力による歩行速度，行動可能範囲の差が存在し，帰宅困難者の対策におい

ても災害弱者に対する支援の重要性が説かれている [14, 15]．加えて，家族等と

の安否確認情報の手段の確保や，被災者同士が持つ社会的関係が避難行動に与え

る影響についても指摘されている．このように帰宅困難者対策に関して，被災者

自身の行動や特性に起因する課題は複数存在するが，既存研究の避難所決定手法

によるヒューリスティックな手順は，被災者ごとに異なる災害時の立場や突発的

に生じる被災状況に起因する問題への対処が困難となる．

本研究では，被災者の発生に伴う複数の問題に対処するため，各問題に対応し

た避難所決定手法を考案し，それらによる避難効率について評価することを目的

とする．そのために，観光地における帰宅困難者を対象とすることを想定し，第

4章では「歩行者の移動による移動中の混雑の緩和」，第 5章にて「災害弱者が

被る避難移動による負担の軽減」，一般住民の日常生活範囲内での世帯ごとの避

難を想定し，第 6章にて「離れている世帯構成員同士の合流」をそれぞれ問題の

対象とする．各問題に対応した避難所決定手法は，具体的には，既存研究である

ナップサック問題による避難所決定手法をベースラインとし，新たな避難所決定

手法の提案ための 3つの研究課題は以下の様に示される．

• 課題 1:都心部など人口が集中する場所での避難行動時に発生する避難経路

上の混雑とその影響の緩和するように被災者を避難所に割り当てる．

• 課題 2:高齢者や身体障碍者に代表される災害弱者の避難行動時の負担を軽

減する必要がある．災害弱者に対して優先的に避難先を決定する手段が有

効と考えらえるが，指示に従わない被災者の影響が懸念される．
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• 課題 3:家族の構成員が離れている状態で被災した際に，分散している世帯

構成員同士をどの避難所にて合流できるように割り当てるべきか．

帰宅困難者及びそれに相当する数の被災者を対象にした避難誘導，避難所決定

を扱うにあたり，本研究はシミュレーションをベースとした避難所決定手法の提

案，評価を行う．防災研究の分野においては，災害の発生は正確な予測が困難で

あり，また，大規模の人数による避難について実際の訓練を行うことも非常に困

難となる．そのため，災害発生時の被害規模の再現や避難計画の試行，有効性を

評価する手段として，シミュレーションは広く用いられている技術である [16, 17]．

各課題にて，約 30,000人規模の避難時を想定したマルチエージェントシミュレー

ションを実施し，各手法による避難効率の精度の評価を行う．

課題 1への対処として，シミュレーションを活用し，避難移動中に発生する移動

経路上の混雑とそれに伴う避難時間の遅延の推定を事前に行う．このシミュレー

ションによる推定結果を避難所決定に反映し，避難先の再決定を行う．このプロ

セスを繰り返すことで，混雑の影響を反映した避難所決定の準最適解を出力する

手法を提案した．祇園祭を対象にした避難シミュレーションを行い，避難完了時

間と移動経路上の混雑度を減少させる効果がもたらされた．初期条件を変更して

20回シミュレーションした結果，混雑度数の減少率は平均混雑度数で 24%から

32.5%，最大混雑度数では 24.2%から 57.8%となった．

課題 2では高齢者や子供，身体障碍者などの身体的要因により健常者と比較し

て避難行動が困難となる者を「災害弱者」として取り扱う．災害弱者の優先に加

え，指示に従わない被災者が発生することを想定した上で，避難所に割り当てる

人数に一定の割合の制限をすることにより，超過する人数混雑する避難所を避け

た決定する手法 (Fixed Reduction Method)と，事前にシミュレーションを活用す

ることで，人数超過が発生する可能性が高い避難所を特定し，割り当てる人数を

制限する手法 (Simulation-based Reduction Method)を提案した．シミュレーション

を行った結果，避難完了時間は健常者の貢献具合が満たされる場合にて，災害弱

者の避難完了時間の削減が可能となることが確認された．

課題 3については，避難所決定問題を異なる大きさのアイテムを扱うナップサッ

ク問題，複数人のグループごとに割り当てるように再構成し，世帯に対する避難
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所への予想避難時間の設定パターンを複数考案した．具体的には一般的に採用さ

れている避難方針を参考とした「自宅基準時間設定」，被災差の分布に応じた「最

大避難時間設定」「最小避難時間設定」「平均避難時間設定」の計 4つであり，各

パターンでの避難完了時間の比較を行った．「自宅基準設定」を基準とすると，「平

均避難時間設定」で平均避難完了時間が約 23%，「最大避難時間設定」で全体避難

完了時間が約 22%減少した．更に，ベースライン手法での避難完了時間と世帯構

成員の合流の成功率を計測し，個人ごとに割り当てる場合と集団ごとに割り当て

る場合の差を評価した．世帯構成を考慮しない決定法では，全体避難完了時間が

1時間 20分以上短い一方で，合流成功率は平均で 23.6%となり，避難完了時間の

削減と世帯構成員の合流の 2つの目的のトレードオフ関係が確認された．

本論文は，これらの成果をまとめたものであり，構成は以下の通りである．2

章では，避難誘導や避難シミュレーション，各課題で挙げた避難行動に影響する

要因に関する災害対策方針や既存研究をまとめ，本研究の位置づけを明らかにす

る．3章では，本論文にて提案する手法の基礎となるナップサック問題の考えを利

用した避難所決定手法の詳細について説明する．4章では，混雑度の緩和を目的

とした避難所決定手法，収集されたデータに対して提案手法を適用した際の行動

認識結果について述べる．5章は，災害弱者の身体的負担を軽減する 6章は，家

族構成を考慮し，世帯構成員同士の合流を目的とした避難所決定手法について説

明する．7章にて，3つの研究課題の結果を基に，避難所決定や避難支援対策に

必要な要件について考察を行い，8章にて，本論文をまとめる．図 1にて，本論

文の章の全体図を示す．
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1章: 序論

3章: ヒューリスティックな
避難所決定手法と

シミュレーションの仕様

2章: 関連研究

4章: シミュレーションの
反復を用いた混雑度緩和を
目的とした避難所決定手法

5章: 災害弱者支援を
目的とした避難行動推定に
基づいた避難所決定手法

6章: 世帯構成員同士の
合流を目的とした
避難所決定手法

7章: 考察

8章: 結論

図 1: 章構成
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2. 関連研究
本章では，避難行動，避難支援についての対策や調査及びそれらに関する研究

をまとめる．避難誘導や避難所選択手法に加え，前章で示した課題ごとに避難行

動に影響する要因，それらに対するアプローチをそれぞれ説明する．その後，既

存研究に対する本論文の位置づけを明らかにする．

2.1 避難誘導，避難所選択

地震や水害など多様な自然災害に備えるため，国土交通省より発行されている

災害対策マニュアル [18]をはじめ，各地区ごとでの避難訓練の実施，ハザード

マップの作成，公開による対応がされている [19, 20]．災害時の避難支援の研究

は，インターネットを介さない災害時の通信システムの開発 [21]や避難マップの

作成 [22, 23]，救助システム [24]，災害規模の可視化 [25]，災害の情報収集 [26]，

通信インフラが使えない場合での，アドホック通信を利用した情報共有システム

[27]などの多岐にわたるアプローチがされている．

災害時の被災者の安全確保，人的被害の抑制のための手段として，被災者を避

難所等の安全な場所への的確な誘導や避難経路の提示 [28, 29]，避難所の開設が一

般的である．Fitirianieらはダイクストラアルゴリズムを用いて，被災者間の情報

共有を行いながら最短避難経路を提示するシステムを提案している [30]．Zhang

らはARデバイスを用いた屋内での混雑を考慮した避難ルート探索の方法を提案

している [31]．Komatsuらはスマートフォンを用いた自動避難誘導方法を提案し

ている [32]．この手法では表示された経路と実際の経路の差より通行止めの区間

を自動で推定し，経路を再計算する仕組みとなっている．Wangらは火災や洪水，

毒ガスなどの流動的な障害を考慮した救急隊に対する経路決定手法を提案してい

る [33]．

避難所は被災者が一時的な安全確保又は長期的な生活の拠点となる．避難所の

数，位置の最適化の手法は避難計画の一環として広く研究されている．Praneet-

pholkrangらは多目的最適モデルを構築し Epsilon-constraint法とニューラルネッ

トワークを融合した避難場所の配置を行う手法を提案している [34]．Kongsom-
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saksakulらは洪水時の避難所定員の制約下の下，2段階構造の避難所割り当ての

モデルを提案している [12]．決定モデルは意思決定側と被災者側で構成されてお

り，意思決定側は避難時間を最小化するように避難場所の数と位置を決定し，被

災者側は避難場所を選択する．Amideoらは避難所配置と避難誘導の最適化に関

して，既存の避難計画問題の研究につい行った調査，分析より着目すべき課題の

方向性としてを示している [35]．Nappiらは被災者を移送や一時的に避難させる

際の基準や考慮すべき点について立地，最適な分散，安全性，インフラ設備，プ

ライバシーなどの点でまとめている [36]．さらに，Nappiらは災害時の避難計画

の意思決定支援のための一次避難所の選択や立地の複数の基準による決定モデル

を提案している [37]．Chantaらは洪水被害時の避難場所の選定を最適化する手法

を提案している [38]．

また，災害時の避難行動の再現，避難計画の検証の方法としてマルチエージェン

トシミュレーションは非常に有効な技術として広く用いられている [39]．Bangate

らは社会的結合や時空間的要因を投影した被災者行動のモデルを構築している

[40]．Makinoshimaらは，並列計算による都市規模の地域におけるミクロシミュ

レーションを実現している [41]．このシミュレーションモデルでは小さい範囲で

の被災者の混雑の測定，及び都市の解析の計算時間の削減を可能としている．Chu

らは都市部住人の避難計画の最適化モデルのシミュレーションフレームワークを

提案している [42]．Leeらは，災害時の意思決定問題を定式化し，問題を解くた

めのマルチエージェント強化学習アルゴリズムを提案している [43]．

GPS機能を持つスマートフォン等の普及により，位置情報の取得，推定が可能

となり [44]，ビッグデータを活用した避難誘導や安否確認などが立案されている．

近年注目されているスマートシティやデジタルツインに関する技術 [45]は，実世

界からの位置情報を取得し，避難指示をより効率的に行えることが期待されてい

る．スマートシティ技術の災害対策における活用法として，徳島県美波町では地

区一帯に IoTデバイスによるセンサー網が構築され，住民に対して，警報受信や

家族の位置情報がリアルタイムで把握できるアプリや通信機能付き IoT装置の配

布を行う事例もある [46]．地域社会の情報の効率的な収集，分析を可能とするシ

ステムは，住民や行政とのかかわり方も含め，その導入，運用の方法，有り方に
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ついて検討が進められている [47]．

多くの避難所決定の問題では被災者を最寄りの避難所へ移動させる傾向がある．

しかし，被災者が一斉に最寄りの避難所に集まることで，避難所の定員を超過し，

被災市がたらい回しにされる問題が発生する．これに対し，梅木らは被災地内の

被災者の偏在状況を考慮した避難所決定手法を提案している [13]．この手法は本

研究のベースラインであり，第 3章にて詳細を説明する．

2.2 混雑が与える影響

東日本大震災の事例の様に，都心部などの人口密集地は災害発生時にて，交通

インフラの障害等により大量の帰宅困難者が発生する可能性が高い．内閣府によ

る首都直下地震発生時の被害想定でも，昼 12時の東京都と近隣の 3県にて約 650

万人の帰宅困難者が出ると考えられており [48]，自宅に戻ることが困難となった

歩行者が道路上や近隣の建物付近に集中することで，混雑による群衆事故などの

リスクは高くなる．内閣府では帰宅行動について調査，シミュレーションを実施

し，地震発生時に首都圏の道路ネットワーク上にて歩行者が帰宅行動をすること

で，どこでどのような問題が生じるか及びそれらの問題に対する対策についてま

とめている [49, 50]．調査の中では，道路上の人口密度によって歩行速度は変化

することが指摘されており，特に混雑度が 5.25～6[人/m2]で群衆の圧力と心理的

ストレスが大きくなり，1m2辺りの人数が 6人以上になるとラッシュアワーの満

員電車の状態に近くなり，群衆なだれの危険性が生じる．シミュレーションの結

果として，交通容量の低下，移動が不可能になる可能性，移動による身体的及び

精神的負荷を引き起こすことが指摘されている．

混雑の緩和，道路交通の渋滞を回避するために，リアルタイムの混雑度推定シ

ステムが求められている．Songらによるスマートフォンで撮影した群衆写真から

混雑度を推定する方法や [51]，Nishimuraらの加速度器やスマートフォンから取得

した歩行の動きや環境音より交通の流れ具合を推定するシステム [52]，Weppner

らのWifi/Blueetooth機器を用いた人口密度の推定 [53, 54]など，多様な機器を用

いた手法が提案されている．Chanらはプライバシーを保護しながら群衆の監視を

行うシステムを開発している [55]．このシステムでは群衆のパターンをGaussian
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回帰モデルにより学習する特徴を持っている．このようなカメラやデバイスのデー

タを用いた混雑推定システムは数多く提案されている一方，プライバシーの問題

や所持率による制限がある．Hidakaらは観光地などを対象にした BLEを用いた

リアルタイム混雑度推定システムを提案している [56, 57]．この手法では特定の

危機に依存せず，設置コストや消費エネルギーを抑えたものとなっている．

Kasaiらは，道路上の混雑度を考慮した自動避難経路選択法を提案しており，通

信インフラが利用可能又は不可能な場合において，最短経路を選択する時と比較

して平均及び最大避難時間を短縮が可能となることを示している [58]．廣井らは

首都圏を対象にした大都市避難シミュレーションを行い，道路ネットワーク上の

混雑度を表す危険度指標を提案している [59]．Chenらは深層学習を利用したス

マートシティ環境下での混雑度予測モデルの構築しており，既存の学習モデル以

上の予測精度を発揮している [60]．Bellochiらは混雑反応拡散モデルに基づいた

大規模都市ネットワーク上の混雑を再現するモデルを開発している [61]．

2.3 災害弱者の存在

災害発生時には，高齢者や子供，身体障碍者を例に，身体能力の問題により避

難行動が困難になる「災害弱者」が存在する．「災害弱者」は自身に危機が迫って

いる状態で，それを察知する，適切な行動を取る，情報を受け取ることが不可能

或いは困難になる者を指し，健常者以上に死傷などの被害を受ける確率が非常に

高い．東日本大震災発生時では，被災地となった岩手，宮城，福島の 3県での死

亡者の 60%以上は 60歳以上の高齢者が占めており，身体障碍者の死亡率は全体

の死亡率の 2倍であった [62]．更に，2019年台風 19号では災害による死者の内，

高齢者の割合が全体の約 65%，2020年 7月豪雨では約 79%であった [63]．主要な

先進国では少子高齢化が進行しており [64, 65, 66, 67]，日本国内については，そ

の傾向は顕著なものである．2022年時の 65歳以上の割合は 29.0%であり，今後

もさらに増加し，2070年には 38.7%に達することが見込まれる [68]．2021年 5月

には災害対策基本法が改訂され，「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組

指針」各市町村での個別避難計画の作成目標，避難行動要支援者の名簿・個別避

難計画の作成・更新の努力義務化などの規定が創設された [69]．このように，災
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害弱者に対する支援は面において重要な項目とされている．

災害弱者を対象にした研究では，McGuireらによる障害を持つ高齢者数の推定

を行うためにシステムの活用方法を調査している [70]．Araiらは障害者に対して

救援者を割り当てるエージェントモデルを提案している [71]．このモデルでは道

路状況や救援者の精神状態，障碍者の種別，避難所までの到達可能性を考慮して，

どの救援者が誰を救助しに行くかを決定する．Sangらも身体障碍者を救助するボ

ランティアを決定するための組み合わせオークションを利用した意思決定モデル

を提案している [72]．屋内環境を対象とした災害弱者を考慮したマルチエージェ

ントモデルの構築は数多く行われている [73, 74]．Christensenらはエージェント

モデルを使用して，屋内環境における災害弱者の存在の避難時間への影響を示し

ており [75, 76]，身体障碍者が避難時に負担を受けやすいこと，そのような被災

者を避難計画の上で考慮することの重要性を説いている．

2.4 家族などの社会的関係と災害対策

突発的な災害の発生時にて，家族や知人と離れている状態で被災する可能性は

高い．家族や親しい相手の存在など，被災者自身が持つ他社との社会的関係もま

た災害時の行動，災害の危機に面した際の，被災者の反応や意思決定 [77, 78]に

影響を与えると考えられている．Mawsonは災害時の社会的関係性と被災者の行

動の関連性を強く指摘している [79]．Mawsonが提唱する理論では，脅威の有無

と親しい人間が近くにいるかどうかで災害に対する被災者の感じ方は 4つのパ

ターンに分類される．近くに家族などの親しい人間がいない場合，被害の大きさ

に関わらす，脅威に対して著しく不安に感じやすいとされている．Taylorも，他

者と集合することは危険な状況下で最も基本的な対処方法であると位置付けてい

る [80]．この集合の行動は人を落ち着かせるなど生物学的にも精神的にも大きな

効果があるとされる．Jacobらの研究では災害や社会的について誤解を検証する

中で被災者の身体的及び精神的な健康への影響を最小化するため，家族同士を合

流させることを最優先する必要があると述べている [81]．Sadriらは人の社会的

ネットワークが避難行動の意思決定や災害の情報伝達に影響するかを検証してい

る [82]．Katzilierisらは世帯の反応やについて調査している [83]，危険の感知や
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年齢，情報収集の試みが意思決定に影響すると示している．Dashらは避難行動を

決定する際に子供や高齢者の存在などの家族構成による影響を指摘している [84]．

Hasanらも暴風時の世帯の避難意思決定に影響する要因として，世帯の位置や家

族構成などを挙げている [85]．

避難時の群衆行動は，被災者個人ごとの行動が複雑に関係し，被災者の生存率

に大きく影響するものとして，シミュレーションにおける世帯や集団での避難の

モデル化や群衆移動の効果について，数多く研究されている [86]．Haghaniらは

集団の大きさやストレス度合いが集団行動に与える影響について調べており [87]，

屋内実験を行うことで，これらの要因が移動前行動，意思決定の時間，出口の選

択に対して，大きな影響することが示されている．Xieらは群衆行動の影響につ

いて，集合行動のモデルの構築とシミュレーションを行っており，集団が大きく

なることで避難完了時間の削減に繋がる結果を示している [88]．

Liuらは家族を迎えに行くことや合流するような行為に影響する要因を分析し，

様々な避難状況で親が子を迎えに行く確率を予測するモデルを提案している [89]．

また Liuらは世帯による合流と移動手段を交通シミュレーションに取り込み，避

難効率や交通の状態の推定をより容易にする手法を示している [90]．Murrayらは

観測される世帯行動と既存の避難行動モデルとの誤差を減少させる手法を提案し

ている [91]．世帯構成員はそれぞれ探し合い一つになって避難を行うことを想定

して線形計画法により合流地点と迎えに行く構成員を決定する仕組みとなる．Li

らは病院内での集団避難のシミュレーションを行っている [92]．

内閣府や地方自治体，その他非営利組織などが発行している災害避難マニュア

ルでは，世帯構成員が離れている状況への備えとして，安否確認方法の把握，家

族同士で予め話し合って避難場所や待ち合わせ場所，移動経路を決めることを推

奨しているケースが多い [93, 94, 95, 96, 97, 98, 99]．

2.5 本研究の位置づけ

上記の関連研究で示されるように，それぞれの課題は災害対策において広く認

知され，各行政の対応方針の発令や被災者の行動に関する調査やシミュレーショ

ンモデルの研究が数多く為されている．しかしながら，上述した 3つの課題のい
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ずれにおいても，都市部など混雑地域に発生すると考えられる帰宅困難者及びそ

れらと同規模の被災者に対して収容可能人数のある避難所に割り当てる問題と関

連付けられた研究は少ない．

本研究は上記で示した 3つの避難行動に影響を与える要因にそれぞれに対応し

た避難所決定手法を提案する．具体的には，課題を設定し，避難完了時間の削減

と同時に目的を満たす避難所決定問題の解を出力する手法を考案する．
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3. ベースとなる避難所決定手法とシミュレーション方法

の設定

本章では，本研究のそれぞれの課題にて提案する手法に共通する想定環境設定，

ベースラインとなる「混雑の偏りを考慮した避難所決定手法」の詳細，実行する

避難シミュレーションの仕様について述べる．

3.1 前提，想定環境

本研究で扱う災害状況の対象は，帰宅困難者が発生した場合などの，被災者が

安全確保のために避難所へ向かうことを余儀なくされる状況である．避難所は各

自治体が定めている「指定避難所」の事を指し，一定期間の滞在が可能であり，そ

れぞれ収容可能人数が設けられているものとする．前提として，被災者はスマー

トフォン等のデバイスを所持し，避難支援用のアプリが搭載されているものとす

る．被災者に対する避難所の指定や避難経路の提示は避難所決定システムが行い，

アプリを通して被災者に避難先と経路が通知される．被災者はシステムの指示に

従って目的地となる避難所へ歩いて向かう．避難所側の被災者の受け入れは到着

した順に行うものとする．本研究における手法の提案，実行するシミュレーショ

ンはそのようなシステムが普及，正常に作動することを前提とする．

3.2 避難所決定の基本手順

避難所決定を行うにあたり，被災者の現在地から最も近い避難所へ誘導するこ

とが一般的な方針として考えられている．これに対し，本研究では「混雑の偏り

を考慮した避難所決定手法」がベースラインとなっている．この手法では，次の

ような状況を想定している．被災者が不均等に偏在している場合では，全ての被

災者が最寄りの避難所へ向かうと，避難所が到着する被災者の数が，避難所の定

員を超過する可能性がある．その為、一部の被災者が他の避難所へたらい回しに

される問題が発生する．結果として，安全な場所への避難するまでの時間を多く

要することになり，全体の避難の遅れに繋がる．従って，被災者の位置情報，分
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布状況，避難所までの所要時間，避難所の定員これらを統合的に考慮した上で，

避難所の割り当てを行う必要がある．

このたらい回しによる避難の遅延を防ぐため，梅木らはナップサック問題の考

えを参考に被災者の位置情報と避難所の定員を考慮した避難所決定アルゴリズム

を提案している [13]．アルゴリズム 1は手法の手順を示したものである．(以降，

HKP手法と呼ぶ.)

Algorithm 1 HKP(Heuristic Knapsack Problem)手法の手順

Input: I:被災者の集合，J:避難所の集合．T Matrix:被災者と避難所による避難時

間行列，C j:避難所 jの定員

Output: XIJ:避難所決定リスト．

1 : T Matrix← SortArc(T Matrix)

2 : while |I|> 0 do

3 : i, j← GetMinimumEvacuationTime(T Matrix)

4 : XIJ ← 1

5 : T Matrix← RemoveEvacuee(T Matrix, i, I)

6 : C j ←C j - 1

7 : if C j = 0 then

8 : T Matrix← RemoveShelter(T Matrix, j,J)

9 : end if

10 : end while

HKP手法のアルゴリズムは被災者の集合 I，避難所の集合 J，被災者と避難所

による予想避難時間行列 T Matrix，各避難所の定員の情報C j を入力とし，各被

災者ごとに避難先が割り当てられた避難所決定リストを出力とする．予想避難時

間行列には，各被災者が全避難所に対して到着するまでの所要時間が記されてお

り，行列の要素数は「被災者数」×「避難所数」で表される．
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表 1: 被災者と避難所による避難時間行列の例

避難所 1(定員 2人) 避難所 2(定員 1人) 避難所 3(定員 1人)

被災者 1 40分 10分 20分

被災者 2 30分 15分 15分

被災者 3 25分 20分 40分

被災者 4 20分 25分 30分

表 1は予想避難時間行列の例である．避難時間行列は避難所を基準とし，予想

避難時間が短い順にソートされる．表 1をソートした後が表 2となる．

表 2: ソート後の避難時間行列の例

避難所 1(定員 2人) 避難所 2(定員 1人) 避難所 3(定員 1人)

20分 (被災者 4) 10分 (被災者 1) 15分 (被災者 2)

25分 (被災者 3) 15分 (被災者 2) 20分 (被災者 1)

30分 (被災者 2) 20分 (被災者 3) 30分 (被災者 4)

40分 (被災者 1) 25分 (被災者 4) 40分 (被災者 3)

避難時間行列より被災者の目的地となる避難所を順番に決定していく．この手

法は 3行目に示すように，避難時間行列の要素の中で最も短い避難時間の組み合

わせから順に決定する．表の例を取ると，被災者 1と避難所 2の組は全ての組み

合わせの中で最も短い予想避難時間である 10分．従って被災者 1の目的地は避難

所 2と決定される．これにより，避難先が決まった被災者は候補から削除される

(アルゴリズム 5行目)．この時，決定された避難所の定員に達した場合，同時に，

避難所 2は定員に達するため，避難所 2に関係する組も候補から外される．以上

が 1人の被災者が避難所に決定される 1ステップとし，これを未決定の被災者が

いなくなるまで継続する．例では，残った被災者と避難所の組の内，被災者 2と

避難所 3までの予想避難時間 15分が最小であるため，次の決定先となる．その

後，被災者 4が避難所 1へ，最後に被災者 3が避難所 1へと割り当てられ，避難

16



所決定は終了する．以上の手順を以て，避難所決定のプロセスの流れとなる．シ

ステムがこの手順により被災者に避難先を指示し，その指示に被災者が従うこと

で，被災者を全て最寄りの避難所へ向かわせるよりもたらい回しを発生させるこ

となく，全体の避難完了時間の削減が可能となる．

HKP手法は，問題に対して最適解を出力する手法とは異なり，「重さの値が小

さいものから決定する」というヒューリスティックな手順を行う．緊急時におい

て，即急な指示が必要となり，避難先が被災者に受け入れやすいものであるかが

問題となる．被災者が目の前に避難所がある状況で，システムより遠方の避難所

を指定されたとしても，その避難所に向かいにくいと考えられる．そのため，尚

且つ計算時間が少ないことが要求されると同時に，受託可能性を満たすものとし

て採用している．

3.3 シミュレーションシステムの仕様

避難所の割り当て，避難誘導を目的とするシステムや計画の有効性を測定する

手段として，マルチエージェントシステムによるシミュレーションが広く用いら

れている．ここでは，本研究にて使用するマルチエージェントシミュレーション

システムの基本的な仕様について説明する．

3.3.1 シミュレーション環境設定

本研究における実験では，Space Time Engineeringが提供しているシミュレーショ

ンフレームワークソフトウェア「Scenargie」[100, 101]及び拡張モジュールである

「Scenargie Base Simulator」「Scenargie Multi-AgentExtension Module」「Scenargie

VisualLab」を使用した．シミュレーションを実行した PC環境は以下のとおりで

ある．

• OS : CentOS Linux7

• メモリ : 125.7 GiB

• CPU : Intel Core i7-6850K CPU @ 3.60GHz × 12
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ソースコードは C++で書かれており，本研究の避難所決定アルゴリズムのモ

ジュールはエージェントの行動用のファイル内に組み込まれている．対象となる

地域のGISデータをOpenstreetmap1と国土地理院2より取得，e-stat3より境界デー

タを Scenargie Visual Lab上にインポートしている．

3.3.2 シミュレーション上の被災者エージェントの行動

シミュレーション上にて，被災者を表すエージェントは開始地点から目的地と

なる避難所へ道路に沿って，徒歩で向かうものとする．一般的な歩行者の標準歩

行速度は複数の調査，研究 [102, 103]を参考に以下の様に定める．

v = 1.0 ∼ 1.5 [m/s]. (1)

しかしながら，第 2章で説明した様に，歩行者が道路上に複数人集まることで

渋滞が発生し，移動が困難になることが考えられる．従って，シミュレーション

上においても，道路上に混雑度に応じた実歩行速度を求める必要がある．Fruinの

研究4及び先述の内閣府実施のシミュレーション調査 [50]によると，歩行者の移

動は道路上の混雑度によって変化することが指摘されており，歩行速度は道路上

の人口密度によって以下の様に変化するとされている．

• 混雑度 1.5人/m2未満の場合: 歩行者は自由歩行が可能．

• 混雑度 1.5人/m2以上，6人/m2未満の場合: 線形的に歩行速度は下がる．

• 混雑度 6人/m2以上の場合: 移動可能な混雑度として限界に達し，群衆移動

の停止を引き起こす．

上記の設定を基に被災者の実歩行速度を求めるにあたり，被災者個人ごとを対

象にして，以下の変数を設定する．

1https://www.openstreetmap.org/
2https://www.gsi.go.jp/
3https://www.e-stat.go.jp/
4https://www.gkstill.com/Support/crowd-flow/fruin/Fruin3.html
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• vi : 被災者 iの標準歩行速度

• Vi : 被災者 iの実歩行速度

• pi : 被災者 iがいる道路の混雑度

道路混雑度を表す変数 piは次のように求める．

pi =
同一道路上の人数
道路面積 [m2]

(2)

道路面積の値はOpenstreetmapより取得された数値をシミュレーション内にて

反映している．先述の歩行速度と道路混雑度の関係より，被災者の実歩行速度は

以下のように変数を利用して算出される．

Vi =


vi (pi < 1.5)

vi − (vi −0.1)∗ pi−1.5
4.5 (1.5 ≤ pi < 6)

0.1 (6 ≤ pi)

被災者エージェントの実歩行速度はシミュレーションのタイムステップ毎に上

記の式に従って算出され，道路上の混雑度に伴って動的に変化する．

被災者は避難所決定システムより目的地となる避難所が伝えられ，避難所まで

最短距離で移動する．避難所に到着した際，その避難所が定員に達していなけれ

ば，避難所側は無条件で被災者を受け入れるものとし，被災者は避難を完了した

とされる．避難所が既に定員に達している場合，その避難所に入ることを断念し，

避難行動を再開する．行動を再会した地点より最も近い別の避難所まで最短距離

で移動し，避難所に入ることに成功するまで行動し続ける．全ての被災者が避難

を完了した際，シミュレーションを終了する．

以上が避難所決定の基本的な手順と本研究にて実行するマルチエージェントシ

ミュレーションの仕様の説明となる．上記にて説明した避難所決定手法は避難開

始時に位置情報取得し，各被災者毎に避難所を割り当てていく仕組みとなる．し

かし，この手法について，「避難開始後に避難所までに要する時間が予想と変わる

可能性」「被災者は全て同等の性質を持っているものとして考慮されている」「個
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人ごとに決定するため，被災者の集団性が考慮されていない」これらの点は先述

した 3つの課題に大きく影響すると言える．

次章より，この手法をベースラインとし，設定した 3つの研究課題に対応した

新たな避難所決定手法について，手法の内容と評価実験の結果を説明する．
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4. シミュレーションの反復を用いた混雑度緩和を目的と

した避難所決定手法

本章では，課題 1「移動中に発生する混雑の影響」に対処するため，基本手法

を拡張し，避難時間の削減と同時に混雑度の緩和を目的とする手法を提案する．

4.1 課題要件

帰宅困難者が発生する際，道路上の混雑は被災者の歩行速度の著しい低下或い

は身動きが不可能になる状況を引き起こすことが指摘されている [50]．これによ

り，避難所まで到着するのに想定したよりも長い時間を実際に要する可能性があ

る．しかしながら，HKP手法では避難開始時点での被災者の位置情報，避難所ま

での所要時間のみを避難所決定に利用しており，避難開始後にどの道路，地帯に

て混雑，避難時間の遅延が発生するかを考慮していない．したがって，混雑度及

び移動中の混雑による影響を緩和するため手法の改良が必要である．

4.2 混雑度を考慮した避難所決定手法の提案

被災者が常に移動することで，道路環境の状況は動的に変化するため，混雑度

の正確な推定は困難である．しかしながら，被災者の振る舞いやその効果は，シ

ミュレーションを利用することで推定が可能である．従って，シミュレーションに

よるプロセスを加えた新たな避難所決定手法Congestion-aware HKP手法 (CAHKP

手法)を本章にて提案する．以下に本手法の要点を示す．

• HKP手法を適用したシナリオのシミュレーションを行い，その避難時間結

果を避難所決定に反映させる．

• 混雑の影響を反映した上で，避難所を再決定する．

• 上記のプロセスを反復することで，混雑を緩和する避難所決定の準最適な

解を出力する．
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Algorithm2は CAHKP手法の手順を示したものである．

Algorithm 2 CAHKP手法の手順

Input: I:被災者の集合，J:避難所の集合．T Matrix:被災者と避難所による避難時

間行列，C j:避難所 jの定員

Output: XIJ:避難所決定リスト．

1 : XIJ ←COP(I,J,T Matrix,C j)

2 : T Matrix,TI0 ← SimulateEvacuation(XIJ)

3 : AGAIN ← T RUE

4 : N ← 0

5 : while AGAIN do

6 : N ← N + 1

7 : XIJ ←COP(I,J,T Matrix,C j)

8 : T Matrix,TIN ← SimulateEvacuation(XIJ)

9 : AGAIN ← FALSE

10 : for i < |I| do

11 : ri ←
TiN−TiN−1

TiN−1

12 : if |ri| > 0.01 then

13 : AGAIN ← T RUE

14 : end if

15 : end for

16 : end while

4.2.1 前提シミュレーションの実施

CAHKP手法も，HKP手法と同様に被災者と避難所に関する情報を入力とする．

最初の段階として，HKP手法によって避難所を決定し，被災者が避難所へ向かう

シミュレーションを行う．シミュレーション上にて，被災者エージェントの歩行

速度は道路上の混雑によって減速する．そのため，避難所決定の際に推計した避

難時間と実際にかかった避難時間に差が生じることになる．シミュレーションに

22



よる避難時間の変化を利用して，予想避難時間行列を新たに作成する．アルゴリ

ズム 2の 2行目で示されているように，避難時間行列の被災者から避難所までの

所要時間はシミュレーション上にて要した時間に数値が更新される．

表 3: 被災者と避難所による避難時間行列の例

避難所 1 避難所 2 避難所 3

シミュレーション 1回目 40分 10分 20分

シミュレーション 2回目 40分 25分 (更新) 20分

シミュレーション 3回目 40分 25分 40分 (更新)

: : : :

表 3は被災者個人に対する避難所までの予想避難時間の更新の例を示したもの

である．1回目の決定で避難所 2まで 10分と予想されたが，実際には 25分かかっ

たとする．それにより，新たに更新された予想避難時間行列では避難所 2への予

想避難時間は 25分に変更される．

4.2.2 シミュレーションの反復

先述のシミュレーションの結果より更新された避難時間行列を基に，HKP手法

の手順で再び各被災者の避難先を決定し，シミュレーションを実行する．表 3の

例では，2回目の避難所決定で被災者は避難所 3に決定されたとする．そして 2

回目のシミュレーションの結果，予想避難時間行列の避難所 3までの時間は 40分

へと更新されている．避難先を決定し，シミュレーションで決定後の混雑発生の

時間が計測され，その影響を反映した上で避難所の再決定を行う．この流れを繰

り返すことで混雑を回避するような避難所決定の準最適解が出力される．この繰

り返しは，避難完了時間の差が収束するまで続けられる．各被災者には避難完了

時間の変化率を表す変数 riが与えられ，N回目のシミュレーションでの避難完了

時間とN −1回目の避難時間結果によってアルゴリズム 2の 11行目で示すように

求められる．全ての被災者の避難完了時間の変化率 riが 0.01より小さい，すなわ
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ち 1%未満となった時，シミュレーションの繰り返しが停止され，その時の手法

の結果とし，手法全体のプロセスは終了する．

4.3 評価実験

提案手法の評価のため，マルチエージェントシミュレーションによる実験を実

施した．実施したシミュレーションのシナリオについての詳細を説明する．

4.3.1 評価シナリオ

大規模の人数による混雑が発生しやすい観光地の場面の一例として，京都の祇園

祭を評価シナリオの対象とした．祇園祭の期間中は，例年 7月 17日と 24日にそれ

ぞれ前祭と後祭が開催され，2019年の来場者数は複数の報道 [104, 105, 106, 107]

によると，前祭に 120,000人，後祭に 30,000人とされる．本研究では後祭の日に

地震が発生したシナリオを想定し，シミュレーション上には 30,000人分のエー

ジェントを配置する．図 2はシミュレーションマップの全体像となる．

山鉾巡行

花傘巡行

‥   エリア1

‥   交差点

‥   エリア2

‥   エリア3

‥   エリア4

巡行の経路

図 2: 祇園全体図
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4.3.2 避難所，収容可能人数

京都市避難所マップを参考に，該当する地域に存在する避難所計 32箇所をシ

ミュレーション上に設置した．しかし，東日本大震災発生時，帰宅困難者を一時的

に避難させるため，本来の定員の 5～10倍の数の人数が滞在していたという事例

がある．この事例を参考とし，本シミュレーションにおいても避難所の定員は実

際の収容可能人数の 5倍を設定する．避難所の定員は合計 54,385人となり 30,000

人の被災者は最終的にいずれかの避難所に収まることになる．

4.3.3 初期配置

後祭では．巡行が開催され，訪問客の多くは巡行の観覧の為に経路沿いに集ま

ることが想定される．巡行には，山鉾巡行，花傘巡行の 2つがあり，それぞれの

経路は図 2に示した通りである．この経路を基準にマップ上に 4つのエリアを設

定し，被災者を以下の 5グループに分類する．

• グループ 1 : 4,000人エリア 1より行動開始

• グループ 2 : 8,000人エリア 2より行動開始

• グループ 3 : 4,000人エリア 3より行動開始

• グループ 4 : 4,000人エリア 4より行動開始

• グループ 5 : 10,000人マップ上のランダムな地点より行動開始

エリア 2は二つの巡行の経路が重なる地帯の周辺にはとりわけ多くの訪問客が

集まると仮定している．被災者は行動を開始した後，決定された避難所に最短距

離で移動する．
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Case Example A Case Example B

0 170 252 5200 [people]

図 3: 避難開始時点での被災者の分布

図 3は避難開始時点でのシミュレーションマップ上での被災者の分布について

2つの例を表したものである．

(a) 避難開始時 (b) 避難進行中 (c) 避難完了

0 170 252 5200 [人]

図 4: 被災者の分布の変遷
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(a) 避難開始時 (b) 避難進行中 (c) 避難完了

0 170 252 5200 [人]

図 5: 被災者の分布の変遷

図 4と 5は図 3で示した道路上の人口密度が，避難が進行するにつれてどのよ

うに変化するかを表したものである．避難開始時は図 4-(a)と 5-(a)に表すように，

偏在している状態となる．4-(b)と 5-(b)にて避難が進行している状態を表してい

る．4-(c)と 5-(c)は避難が完了した時点のものであり，道路上に被災者は存在し

ない．

4.3.4 比較手法

先述した被災者の初期配置について異なる配置 20ケースを作成し，これらの

ケースに以下の比較する避難所決定手法を適用した場合のシミュレーションを実

施する．

• 最短避難所選択手法: 全ての被災者は現在地より最も近い避難所へ向かう．

到着した避難所が定員に達している場合，その地点より最も近い避難所へ

移動し，避難を完了するまで続ける．
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• HKP手法: ベースライン手法．システムは被災者の位置情報を取得し，避

難所を決定する．システムより決定された避難先に被災者は最短距離で移

動する．「混雑が考慮されてない避難所決定の解」とする．

• CAHKP手法: 本章の提案手法．先述の通り，シミュレーションの繰り返し

を行い，繰り返しが終了した時点での避難所の決定解が，被災者の目的地

となる．

また，CAHKP手法について指示に従わない被災者が発生した場合についても

避難完了時間の測定を行う．従わない被災者は最寄りの避難所と異なる避難所に

割り当てられた者からランダムで一定の割合で発生し，避難開始時にシステムよ

り決定された避難所に向かわず，代わりに現在地を基準に最寄りの避難所へ向か

う．従わない被災者の発生割合を 20，40，60，80%の 4つのパターンで設定し，

シミュレーションを実施する．

4.3.5 評価指標

それぞれの避難所決定手法，パターンにおける避難効率を比較するため，避難

完了時間と道路上の混雑度の推移を評価指標としてを設ける．被災者が避難所に

入ることが出来た場合，その被災者は「避難を完了した」と見なし，避難所に入っ

た時間を「避難完了時間」とする．全ての被災者が避難を完了するまでを測定し，

以下を手法の評価指標とする．

• 平均避難完了時間: 全ての被災者の避難完了時間を平均した値．

• 全体避難完了時間: 全ての被災者が避難を完了した時の時間

• 全体避難完了率推移: 経過時間ごとに避難を完了した被災者の割合を計測

避難所決定の問題において，避難時間の最小化を目的としている．本実験にお

いても短時間での避難の完了を効率の高さと考え，

指標としてより短い時間で避難を完了することが良いとされる．従って，各手法

の避難効率の精度評価は，より短い時間で避難を完了させられるかを基準とする．
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加えて，提案手法を適用することによる避難行動中の道路混雑度の変化につい

ても計測を行う．混雑度を表す指標として，第 3章で説明した被災者の歩行速度

の計算に使用した各被災者に割り当てられる混雑度数 piを採用する．シミュレー

ションマップ内の道路上に存在する被災者の混雑度数 piの総和を道路上の混雑度

指数とし，これを 10秒ごとに全被災者の避難が完了するまで観測する．

4.4 実験結果

4.4.1 避難完了時間

図 6: 平均避難完了時間比較

図 6は各避難所決定パターンでの平均避難完了時間を表したものである．最短

避難所選択手法での結果は 1155.05秒となり全パターンの中でも最大となった．

HKP手法での平均避難完了時間は 541.46秒であり，最短避難所選択手法の半分以

29



下の結果となった．CAHKP手法の平均避難完了時間は全ての被災者が指示に従っ

た場合では 535.51秒となり，HKP手法と比較すると，約 1%程である．CAHKP

手法について，被災者の一部が従わないパターンで測定すると，従わない被災者

の割合が増加する程，平均避難完了時間は上昇する結果となった．従わない割合

が 20%では平均避難完了時間が 643.54秒，80%では 1023.88秒となった．

350

400

450

500

550

600

平
均
避
難
完
了
時
間
[s
]

HKP CAHKP

図 7: 平均避難完了時間 20セット比較 (HKP vs CAHKP )

図 7はHKP手法とCAHKP手法の 20セットでの平均避難完了時間を比較した

ものである．全てのケースにて平均避難完了時間の減少がが確認され，t検定に

より両者の差は有意であると言える．(t(19)=41.49, **p <.001)
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図 8: 全体避難完了率推移

図 8は全体避難完了率の推移を表したものである．最短避難所選択手法では全

ての被災者が避難を完了するまで平均して 5,216秒かかった．HKP手法の全体避

難完了時間が 2,509秒だったのに対し，CAHKP手法では 2,209秒となり，HKP手

法と比較して約 12%減少する結果となった．HKP手法とCAHKP手法はいずれも

1,650秒以内に 99%の被災者の避難を完了させている．従わない被災者の数が存

在すると避難完了時間の結果は延び，数が増加する程より避難完了時間は長くな

る．従わない被災者の割合が 20%の場合，2,000秒以下で 95%の被災者の避難が

完了する一方，従わない割合が 80%の場合では 17%の被災者が 2,000秒以内に避

難完了不可能となった．最短避難所選択手法では 2,000秒以内に避難完了できる

被災者の割合は 80%を下回る．
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図 9: 全体避難完了時間 20セット比較

図 9は全 20ケースでのHKP手法とCAHKP手法の全体避難完了時間，及び時

点での混雑を考慮しない予想全体避難完了時間を示したものである．HKP手法と

CAHKP手法の間の全体避難完了時間の減少は全てのケースで確認され，t検定に

より差は有意であると言える (t(19)=18.62, **p <.001)．CAHKP手法は予想避難

時間との差をHKP手法と比較して 31.6%縮めている．
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4.4.2 総混雑度数
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図 10: 総混雑度数比較推移比較 (ケース 1, HKP vs CAHKP)

図 10はケース 1にて 10秒ごとに総混雑度数の総和をHKP手法とCAHKP手法

で測定したものである．CAHKP手法は避難開始から完了までを通して，総混雑度

数の上昇がHKP手法よりも少なく，尚且つその値も小さい結果となった．HKP手

法では 1320秒にて総混雑度数が最大の 17,005.8人/m2に達する．対してCAHKP

手法では総混雑度数の最大値が 1220秒にて 9,542.3人/m2となった．
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図 11: 平均総混雑度数比較 (HKP vs CAHKP)

図 11は 20ケースにて避難開始から完了までの 10秒ごとの総混雑度数を平均し

た値をHKP手法と CAHKP手法について測定したものである．HKP手法での範

囲は 3429.3人/m2から 3974.5人/m2となり，一方CAHKP手法での範囲は 2347.1

人/m2から 2878.9人/m2となる．20ケースでの平均総混雑度数の減少率は，24%

から 32.5%となった．
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図 12: 最大総混雑度数比較 (HKP vs CAHKP)

図 12は 20ケースにて避難開始から完了までの混雑度数の最大値を測定したも

のである．1250秒から 1350秒の間で発生し，HKP手法による最大混雑度数は

14,367人/m2から 18,575.9人/m2，CAHKP手法では 1,120秒から 1,240秒の間に

て，混雑度の最大値に達し，値の範囲は 7409.3人/m2から 10877.5人/m2となっ

た．各ケースでの最大混雑度の減少率は 24.2%から 57.8%であった．

4.4.3 シミュレーション繰り返し回数

CAHKP手法が避難時間結果を出力するまでシミュレーションを繰り返した回

数は全 20ケースにて最大 48回で実験環境上での計算時間が約 128分となった．

一方，最小の繰り返し回数は 22回で計算時間が 61分であった．

4.5 結果からの考察

本章で提案した手法は，移動中の混雑及びそれによって引き起こされる遅延の

軽減を新たな目的とし，HKP手法にシミュレーションの段階を加えることで，混
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雑の影響を避難所決定に反映させる仕組みを取っている．避難完了時間の結果を

見ると，HKP手法と CAHKP手法の差は全体避難完了時間では約 12%である一

方，平均避難完了時間では約 1%と非常に小さい．CAHKP手法のシミュレーショ

ンを繰り返す中で，一部の被災者は最初のシミュレーション時よりも遠い避難所

へ割り当てられる場合があるため，平均避難完了時間の差が小さい要因となった

と考えられる．一方で，道路上の混雑度の減少率は著しく，CAHKP手法によっ

て，移動中の総混雑度数の平均値，最大値をそれぞれ平均で約 47%減少させる

結果となった．避難完了時間と総混雑度数の結果を統合すると，CAHKP手法は

HKP手法とほぼ同等かわずかに短い時間で，混雑の負担が少ない避難を可能にし

ていると考えられる．混雑を考慮していない予想避難完了時間と実際に要した避

難完了時間との差に着目すると，CAHKP手法は混雑発生による避難完了時間の

遅延を約 31.6%削減している．

実験シナリオのような，観光地や集団行事に被災した場合，混雑が想定される

場面では，帰宅困難者が発生し，訪問客が避難先を探すために移動し，それに伴

う混雑によって二次被害を受ける可能性は非常に高い．行政や公的機関が避難指

示の発令，避難システムの運用を行うことが想定される．このようなシステムに

よる混雑推定や避難移動のシミュレーションのデータを行事の主催団体などに提

供し，訪問客に非常用の情報を提供することで，提案手法が有効になる．より人

数が多い大都市などにおいても，各地区ごとに分担してシステムを利用すること

で，全体に対する避難支援が可能であると言える．

本章の提案手法は，評価実験にて設定したシナリオの全ての被災者の配置パ

ターンにおいて，シミュレーションの繰り返しが収束した．しかしながら，異な

る実施環境にて，提案手法のシミュレーションが収束しない又は収束するまで，

多くの繰り返し回数を要する可能性がある．実運用の際，迅速な避難指示を発令

が可能となるためには，シミュレーションを実行することによる計算時間の増加

の影響を考慮する必要がある．従って，指示を行うシステムの性能，対象となる

被災環境，被災者の人数や分布に応じて，シミュレーションが収束する条件，繰

り返す回数の上限について検討が必要である．
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4.6 本章のまとめ

本章では，避難行動中の道路上の混雑を軽減を可能とする避難所決定手法，

Congestion-aware Heuristic Knapsack Problem(CAHKP)手法を提案した．ベース

ラインとなる HKP手法にシミュレーションを用いた混雑を推定し，シミュレー

ションの結果を基に避難所を再決定する手順を追加した．この手順を繰り返すこ

とで，混雑を考慮した避難所決定の解を出力することが可能となった．混雑が想

定される祇園祭を例にした実験結果から，シミュレーションを用いることによる

混雑の影響の推定した上での被災者の誘導がより迅速且つ円滑な避難を可能とす

る効果をもたらすことが確認された．
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5. 災害弱者支援を目的とした避難行動推定に基づいた

避難所決定手法

本章では，課題 2「災害弱者が被る身体的負荷の軽減」に対応した避難所の決

定手法の構成及び手法のシミュレーション評価について述べる．

5.1 課題要件

災害時において，高齢者や子供，身体障碍者は健常者以上に避難行動を取るこ

とが困難になる「災害弱者」と位置付けられる．災害弱者にとって，時間の移動

は身体的及び精神的に多大な負担となる．そのため，被災者全体の被害の最小化

を求めるにあたり，災害弱者に対する支援は重要なものであると考えられている．

自然災害の突発性故に，市街地等にて帰宅困難者になる者には，高齢者や子供，

身体障碍者などの災害弱者も含まれ，避難場所が必要となる状況は十分に考えら

れる．実際の内閣府や各市政による帰宅困難者対策についても，高齢者や身体障

碍者等を念頭に置き，避難可能となる施設の提供や誘導の必要性が明記されてい

る [4, 15, 108]．本章ではこれらを踏まえた上で，帰宅困難者発生状況下にそれら

の災害弱者が存在するシナリオを想定する．

避難所を決定する問題として考慮する際，災害弱者の避難先が短い避難時間で

到達できることが望ましい．3章で示したHKP手法は予想避難時間が短い被災者

と避難所の組み合わせを優先的に決定する．一方で，避難所までかかる時間が大

きい被災者の決定は後に回される問題が生じる．災害弱者は歩行速度が低いなど

身体能力の制限があるために，避難所に到着するまでの時間は，健常者よりも多

く要することが想定される．しかしながら，災害弱者と健常者が共に存在する状

況にて，HKP手法を適用すると，両者の能力差が考慮されていないため，災害弱

者の決定先は遠方の避難所に決定されやすくなる．表 4は健常者と災害弱者が共

にいる場合に生成される避難時間行列の例である．
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表 4: 被災者と避難所による避難時間行列の例

避難所 0(定員 1人) 避難所 1(定員 2人) 避難所 3(定員 2人)

被災者 1(健常者) 5分 20分 30分

被災者 2(健常者) 15分 10分 30分

被災者 3(健常者) 25分 15分 25分

被災者 4(災害弱者) 60分 65分 85分

被災者 5(災害弱者) 70分 50分 90分

上記の例では，被災者 4，被災者 5が災害弱者であり，それぞれ避難所 0と避

難所 1が最も近い避難所となる．HKP手法の手順では避難時間が短い組み合わせ

から優先的に決定されるため，最初に健常者である被災者 1が避難時間行列の中

で最も小さい 5分となる避難所 0に決定される．次に同じく健常者である被災者

2，被災者 3の順で避難所 1に割り当てられる．健常者が先に決定され，その後，

災害弱者である被災者 4，被災者 5が最も遠い避難所 2に決定されることになる．

表 5: 災害弱者が存在する場合の予想避難時間行列の例

避難所 0(定員 1人) 避難所 1(定員 2人) 避難所 3(定員 2人)

5分 (被災者 1(健)) 10分 (被災者 2(健)) 25分 (被災者 3(健))

15分 (被災者 2(健)) 15分 (被災者 3(健)) 30分 (被災者 1(健))

25分 (被災者 3(健)) 20分 (被災者 1(健)) 30分 (被災者 2(健))

60分 (被災者 4(弱)) 50分 (被災者 5(弱)) 85分 (被災者 4(弱))

70分 (被災者 5(弱)) 65分 (被災者 4(弱)) 90分 (被災者 5(弱))

従って，HKP手法の手順では，避難時間を多く要する被災者の決定が後に回さ

れやすくなることにより，災害弱者に対して大きな負担を課すことに繋がる．
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先述の手順の中で災害弱者が被る負担を軽減する手段として，災害弱者を優先

的に避難所へ割り当てることが考えられる．しかしながら，全ての被災者が指示

に従うとは限らない．予め指定された避難所にたどり着いたにも関わらず，一部

の被災者が指示に従わなかったことにより，定員に達し，別の避難所への移動を

余儀なくされる．災害弱者にとってたらい回しは大きな身体的負担に繋がり，全

体の避難の遅れを生じさせる．

以上を踏まえて，提案する手法が考慮すべき要件を次のように示す．

• 災害弱者に対して身体的負荷が少なくなるように，決定される避難所は避

難時間が短くなるようにする．

• 被災者が指示に従わない可能性を考慮し，たらい回しの発生回数を減らす

ことや，たらい回しの影響が少なくなるように被災者の避難先を決定する

これらの要件に対応した次項より避難所決定手法を提案する．

5.2 提案手法

5.2.1 手法の構成

本章での課題に向けた避難所決定手法について，災害弱者の身体的負荷，避難

完了時間を削減することを目的とする．被災者が指示に従わない行動を取り，尚

且つ混雑が発生する状況では，避難所には許容できる人数以上の被災者が集まる

と仮定する．定員を超過する被災者の数を見越して，避難所に決定される被災者

の人数を収容可能人数より少なく設定する．避難所に決定する人数の制限を設け

た上で，災害弱者を優先，健常者を後にする順で，HKP手法のプロセスにて各被

災者の避難先となる避難所を決定する．

この決定可能人数の制限方法について，本章では 2つのパターン，Fixed-rate

Reduction Method(FRM)と Simulation-based Reduction Method(SRM)を提案する．

前者は全ての避難所に対して割り当てる人数を一定の割合に抑え，後者はシミュ

レーションを利用し，混雑が見込まれる避難所を特定し割り当てる人数の制限を

設ける．以下，それぞれの手法についての詳細を説明する．
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5.2.2 Fixed-Rate Reduction Method(FRM)

全ての避難所に対して一律に割り当てる人数に制限を設ける手法として Fixed-

rate Reduction Method(FRM)を提示する．図 13にて手法の手順の流れを示して

いる．

被災者と避難所の予想避難時間行列を作成

HKP手法の手順で災害弱者の避難先を決定

終了

開始

各避難所の割り当て人数を決定

全災害弱者の避難先決定完了

HKP手法の手順で健常者の避難先を決定

全健常者の避難先決定完了

図 13: FRMのフローチャート

最初の段階として，予め避難所に割り当てる被災者の人数，決定可能人数を設

定する．避難所 iの収容可能人数を Ai，避難所の決定可能人数Ci，減少率を r (0

≦ r < 1)と表し，これらの変数により決定可能人数は次の式にて表される．

Ai =Ci × (1− r) (3)

また，対象となる全ての被災者の避難先が決まるよう，決定可能人数を設定す

るとき，全て避難所の決定可能人数の合計が全被災者の数を下回らないようにし

なければならない．したがって，以下の条件を満たす必要がある．

n

∑
i=1

Ai ≥ E (4)
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Eは被災者の数，nは避難所の数を示している．

決定可能人数が設定された後，被災者の避難所決定に移る．この手法では，災

害弱者が優先的に避難所に割り当てられる．表 5を例にとると，表 6の様にソー

トされる．

表 6: 被災者と避難所による避難時間行列の例

避難所 0(定員 1人) 避難所 1(定員 2人) 避難所 3(定員 2人)

60分 (被災者 4(弱)) 50分 (被災者 5(弱)) 85分 (被災者 4(弱))

70分 (被災者 5(弱)) 65分 (被災者 4(弱)) 90分 (被災者 5(弱))

5分 (被災者 1(健)) 10分 (被災者 2(健)) 25分 (被災者 3(健))

15分 (被災者 2(健)) 15分 (被災者 3(健)) 30分 (被災者 1(健))

25分 (被災者 3(健)) 20分 (被災者 1(健)) 30分 (被災者 2(健))

表6に示すように，災害弱者がソート後のリストの上部分に移動している．HKP

手法の手順により，災害弱者の避難所が先に決定される．災害弱者の避難先が決

定された後，残った健常者の避難先が決定される．

5.2.3 Simulation-based Reduction Method(SRM)

先述の FRMでは，制限率の値が上がることにより，被災者に対して避難所の

割り当てできる数が不足する問題が生じる．加えて，混雑の度合いも各避難所に

よって異なる．これを解消するため，Simulation-based Reduction Method(SRM)を

提案する．この手法では，シミュレーションを活用することで，被災地域内で著し

く混雑が予想される避難所を特定し，決定可能人数の調整を行う．図 14は SRM

の手順を表したフローチャートとなる．
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被災者と避難所の予測避難時間行列の作成

HKP手法の手順で災害弱者の避難先を決定

終了

開始

手順2 : 割り当て人数の調整

全災害弱者の避難先決定完了

HKP手法の手順で健常者の避難先を決定

全健常者の避難先決定完了

手順1 : 前提シミュレーション

手順3:
避難所の決定

図 14: SRMのフローチャート

ステップ 1:前提シミュレーションによる混雑が予想される避難所の特定

この段階では，シミュレーションを利用して，被災者が指示に従わないことに

よって，どれ程の災害弱者が負担を被るかを測る．想定し得る最悪の状況として

「避難所の決定可能人数に制限を設けず，災害弱者を優先的に避難所に割り当て

るが，健常者は全員指示に従わない」シナリオのシミュレーションを実施する．

指示に従わない健常者はシステム側から指示された避難所に関わらず，現在地か

ら最寄りの避難所へ行くとする．このシミュレーションを行うことで，どの避難

所にてたらい回しが発生し，その避難所で何人の被災者がたらい回しされたかを

数値として把握することが出来る．

ステップ 2:決定可能人数の設定

シミュレーションの結果より，避難所周辺の健常者や避難所に決定された健常

者の数について，以下の変数を設定する．
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表 7: 変数定義

変数 定義

Ci 避難所 iの収容可能人数

Ai 避難所 iに割り当てられる被災者の人数の最大値

ni 避難所 iを最寄りとする健常者の数

di
前提シミュレーションにて，避難所 iが最寄りであり，

尚且つ避難所 iに避難先を決定された健常者の数

r 従わない健常者の想定割合 (0 ≤ r < 1)

E 全被災者数

s 全避難所数

上記の変数より，前提シミュレーションにて災害弱者がたらい回しにされた避

難所を対象として，避難所の決定可能人数Aiを算出する．その前段階として，以

下の二つの健常者に関する式を立てる．

• Ci - Ai : 避難所 iの決定可能人数を減らす数，及び指示に関わらず来ること

が想定される健常者の数

• ni - di: 避難所 iを最寄りとするが，前提シミュレーションにて，避難所 iに

決定されなかった健常者の数

上記の二つの式と，表 8にて定義した従わない健常者の想定割合を表す変数 r

によって，以下の等式がたてられる．

Ci −Ai = ((ni −di)+(Ci −Ai))∗ r (5)

上記の式を元に Ai は次のように求められる．

x =Ci − (ni −di)∗
r

1− r
(6)
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Ai =

{
x (x ≥ 0)

0 (else)

また，FRMの場合と同様，決定可能人数については以下の条件式を満たす必

要がある．

n

∑
i=1

Ai ≥ E (7)

ステップ 3:避難所の決定

FRMで説明したように，避難所の上限を設けている状態で，再度HKP手法と

同手順で避難所の決定を行う．この時，災害弱者が優先的に決定され，健常者は

全ての災害弱者の避難先が後に行われる．

5.3 評価シミュレーション

手法の評価のシナリオは前章と同様，京都の祇園祭，後祭のケースを扱う．こ

のケースでは前章とは異なる点として災害弱者となるエージェントが存在する．

この災害弱者の割合については次のように求める．京都観光調査では京都市の観

光客のうち，60歳以上が 44%を占めており [109]，更に総務省の人口推計 [110]で

は 60歳以上の人口が約 4,363万人，その中の約 40%にあたる 75歳以上の人口と

なる．60歳以上の訪問客が全体の 44%であるとするならば，換算して 70歳以上

の高齢者を 17%存在すると推計する．これに加え，9歳以下の小児や身体障碍者

を災害弱者に含めるものとする．これらを考慮して，本実験では災害弱者を訪問

者全体の 20%であると仮定し，6,000エージェントをその対象とする．

5.3.1 エージェントの行動

健常者と災害弱者では，身体能力に差があるため，歩行速度は大きく異なる．

森下らが行った歩行速度の測定結果 [111]をもとに，健常者と災害弱者それぞれ
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の標準歩行速度を以下の様に設定する．

v =

{
1.0 ∼ 1.5[m/s] (健常者)

0.4 ∼ 0.7[m/s] (災害弱者)

指示に従わない被災者の行動については第 4章で行ったものと同様に，エージェ

ントは最寄りの避難所を探す行動をし，それらは健常者のエージェントから一定

の割合で発生するものとする．

5.3.2 評価対象

提案手法の精度評価として，最短避難所選択手法，ベースラインであるHKP手

法，FRMと SRMを適用した場合にて，それぞれの避難完了時間を比較する．指

標となるのは，平均避難時間，全体避難完了時間，避難完了率推移である．更に，

これらの評価指標は被災者の区別として，被災者全員，健常者，災害弱者ごとで

の結果を測定する．従わない健常者の割合を 0%，20%，40%，60%，80%，100%

の 6パターンの設定で．FRMの決定可能人数の減少率を 0，0.2，0.4，0.6，0.8，

SRMの従わない健常者の想定割合 rについて，0.2，0.4，0.6，0.8に設定し各避

難所決定手法と割合のパターンは被災者の初期位置，従わない健常者が異なる 20

セットでシミュレーションを行い，それらの平均を各パターンの結果とする．

5.4 実験結果

各手法パターンを適用した避難完了時間の結果を指標ごとに以下に示す．
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5.4.1 平均避難完了時間
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図 15: 全被災者の平均避難完了時間

図 15は被災者全員分の避難完了時間の平均を表したものである．最短避難所

選択のケースでは平均避難完了時間は 1103.2秒となり，全てのケースにおいて最

大となった．避難所の定員に制限を設けることなく，災害弱者に優先性を持たせ

たパターン (FRM(r=0))にて，全ての被災者が従った場合，平均避難完了時間は

最小の 513.7秒となった．しかしながら，従わない健常者が存在することで，平

均避難完了時間は急激に上昇し，r=0.2のパターンで上昇率は約 28%となる．全

ての健常者が従わないパターンでは，平均避難完了時間は 1,060秒となり，最短

避難所選択手法の結果に近づく．HKP手法は平均避難完了時間の上昇は緩やか

であり，全ての被災者が従う場合では 590.5秒，健常者が全て従わない場合では

858.1秒となった．

一方，FRM(r=0.4)と SRMについては，平均避難完了時間の変化は上記のもの

と大きく異なる．一定の従わない健常者が出ることで全体の平均避難完了時間が

減少する．これは，健常者が最寄りの避難所へ向かうことに起因する．SRM手

法で従わない健常者の想定を高く見積もったパターン (r=0.6, 0.8)は特定の避難所
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の定員を制限している．従わない健常者の割合が同じ場合を比較すると HKP手

法より平均避難完了時間を下回っている．FRMにて減少率 rの値を 0.6又は 0.8

に設定するパターンは，避難所の決定可能人数の合計が全被災者の数を下回るた

め，決定不可能となった．これは後述する他の指標の結果についても同様である．
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図 16: 健常者のみの平均避難完了時間

図 16は健常者の平均避難完了時間を表したものである．HKP手法では，全て

の被災者が従った場合で，平均避難完了時間は最小の 396.6秒となった．従わな

い健常者が割合が上がるにつれ，平均避難完了時間も増加し，全被災者が従わな

い場合では，平均避難完了時間は 690.2秒であった．最短避難所選択手法での平

均避難完了時間は 647.6秒であった．提案手法，FRMと SRMは従わない健常者

の割合が 0%から 20%へ上がる時，平均避難完了時間は減少している．提案手法

にて決定される避難所は，健常者の最寄りの避難所よりも遠くなる傾向にある．

FRMと SRMでの従わない健常者が増加と平均避難完了時間の変化は全被災者の

ものと近い結果となった．
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図 17: 災害弱者のみの平均避難完了時間

図 17は各パターンでの災害弱者のみの平均避難完了時間を表したものである．

全ての被災者が指示に従った場合，平均避難完了時間は最小の 681.1秒となった．

しかしながら，避難所の決定可能人数に制限がなければ，従わない健常者の割合

が 20%となった場合で，平均避難完了時間は約 2.2倍に増加した．HKP手法での

結果は，従わない健常者の割合の上昇に対して，平均避難完了時間の増加は非常

に緩やかであった．全ての被災者が指示に従えば，災害弱者の平均避難完了時間

は 1,366.1秒，全ての健常者が従わない場合では 1,529.8秒であった．
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5.4.2 避難完了率推移

(a) 全被災者 (b) 災害弱者
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図 18: 避難完了率推移 (全被災者が指示に従う)

図 18は全ての被災者が指示に従った場合の，全被災者と災害弱者のみで避難

完了率の推移を表したものである．災害弱者へ優先的に避難所へ決定することが

災害弱者の早期避難に大きな効果が出る結果となった．HKP手法で全ての被災者

が避難を完了するまでに 3,646秒を要しているのに対し，FRM，SRMでは 1,780

秒から 2,150秒で避難を完了している．
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(b)災害弱者
(従わない健常者の割合 = 80%) 

図 19: 避難完了率推移 (健常者の一部が指示に従わない)

一方，指示に従わない健常者がいる場合，結果は大きく異なる．図 19は従わ

ない健常者の割合が 60%及び 80%の場合での，各避難所決定手法パターンの災害

弱者のみの避難完了率の推移を表したものである．FRMと SRMは避難所の決定

可能人数の制限が全くない或いは小さい時，災害弱者の避難完了率は HKP手法

と比較して大きく後れを取る結果となった．

(a)従わない健常者の割合が 60%である時，FRM(r=0)ではHKP手法と比較し

て，50%以上の災害弱者が避難に遅れが生じている．決定可能人数の減少度 rを

0.2または 0.4に設定した FRMでは，より多くの災害弱者を早く避難させること

が出来るが，30%以上の避難完了時間が増加することになる．SRMについて，想

定割合が上がるにつれ，2,000秒以内で避難可能となる災害弱者の数が増加する．

想定割合が 0.2の時は 70%，0.4では 80%の災害弱者の早期避難が可能となる．想

定割合が 0.8では全被災者は最も短い 4,617秒で避難を完了している．

(b)従わない健常者の割合が 80%である時，FRMと SRMの両方で一定数の災

害弱者の避難の遅れが確認された．FRMではHKP手法と比較して 40%程の災害

弱者の避難が遅れることになる．SRMでは想定割合が 0.2や 0.4の場合，約 30%

の災害弱者の避難時間が増加した．想定割合が 0.6の場合では 75%，0.8では 80%
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の災害弱者の早期避難が可能となる．HKP手法での全体避難完了時間が 6,461秒

で最小となり，SRM(r=0.8)の 6,782秒と SRM(r=0.6)の 6,920秒が後に続いた．
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図 20: 避難完了率推移 (全ての健常者が指示に従わない)

図 20は全ての健常者が従わなかった場合の全手法の避難完了率の推移を全被

災者と災害弱者のみで計測した結果を表している．避難所に決定可能人数の制限

を設けていない FRM(r=0)では，同時間でのHKP手法と比較すると，災害弱者の

避難完了率は圧倒的に低くなり，50%以上の災害弱者の避難完了時間が著しく増

大した．一方，SRM(r=0.6, 0.8)の場合，65%の災害弱者を早期避難させることが

なるが，それ以外の人数がたらい回しにより避難完了時間が遅れることになった．

全体の避難完了について見ると，SRMは想定割合が 0.6では 7,616秒，0.8では

7,557秒で全被災者の避難が完了しており，HKP手法の 10,503秒より短い結果と

なった．
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5.5 結果と考察

本章での手法は，災害弱者の支援を目的とし，尚且つ避難指示について，健常

者の一部が従わない行動を取った場合に災害弱者が被る負担を想定した上で，避

難所決定を行った．避難に時間を多く要する被災者が不利となる点はベースライ

ンとなる手法の欠点であり，災害弱者に対する優先的な避難所決定はこの問題に

対処するものである．これらに対し，FRMと SRMの 2つの避難所決定手法を提

案した．シミュレーションをを事前に行い，混雑が見込まれる避難所を特定し，

決定可能人数の制限をする．避難所を決定することで混雑を想定して，被災者を

分散させるようにしている．その結果，SRMは FRM以上に災害弱者の避難完了

時間の削減の効果をもたらしている．被災者が指示と異なる行動を取ったとして

も，SRMは従わない健常者の規模が想定を超えない範囲にて，災害弱者の平均避

難完了時間の削減，早期避難できる災害弱者の数の増加させることが可能となっ

た．想定割合が 0.8の場合にて，十分な定員の制限を特定の避難所に行った際，災

害弱者の平均避難完了時間をHKP手法のものより低く抑えることが可能となり，

従わない健常者が 80%存在する時でも，80%の災害弱者が早期避難が完了となっ

た．一方で，残りの約 20%の災害弱者の避難は遅れ，全体避難完了時間は HKP

手法の結果より高く出ている．これらの結果より，災害弱者の避難を迅速に進め

るには，健常者側の避難指示に対する協力が十分得られるかが影響すると考えら

れる．

提案手法は災害弱者の避難完了時間が短くなるように避難所を決定しているが，

その一方で健常者の避難先は最寄りの避難所より遠い場所に決定されやすくなる

ため，健常者の避難完了時間は増加する．このように，災害弱者へ優先性を持た

せることで健常者に対して負担を課すことになる．そのため，災害弱者と健常者

の差を縮められるかの手段を考える必要がある．更に，避難所の決定可能人数に

制限を設ける手法は，対象地域内の被災者の数に対して，人数制限下においても

避難所の収容可能人数が十分に確保されることが条件になる．

エージェントシミュレーションは災害の被害予測に広く用いられている技術で

ある [112, 42]．被災者の複雑な行動の観測を可能とする津波の避難シミュレー

ションモデル [112]や避難計画の立案を目的とした住民の避難モデルの提案がさ
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れている．一方，本研究で取り扱った大型の行事の訪問客のように，その場所に

対する土地勘が少なく，避難指示とは異なる行動を取る可能性がある．被災者の

属性や避難指示が行き届いているかが指示に対して協力的になるかに影響する．

本章のシミュレーション実験を通して，避難に要する時間，どれ程の災害弱者が

たらい回しにされるかを，手法とパラメータ設定を変えながら，異なるパターン

で検証した．このようなシミュレーションのデータは，行事の主催団体や行政，

警察等に提供することで，実際の避難計画の立案や誘導員，警備の配置の策定へ

の活用が考えられる．避難指示を行う側は，本章の提案手法を適用し効果的な避

難誘導を実現するためには，事前シミュレーション又は実用時にて，従わない健

常者の想定割合及び避難所に割り当てる人数の制限を適切に設定しなければなら

ない．この設定方法については，各区画内に分布する被災者の人数を推定，周辺

の被災者の数と避難所の定員及び位置関係を比較することによる超過人数の多寡，

シミュレーションを実行することによって得られる避難完了時間結果の遷移が主

な判断基準になる．更に，被災者側の避難指示に対するどのように行動するかに

ついて，複数のパターンを想定することで，「従わない健常者」が発生した場合の

対処が可能になると言える．

5.6 本章のまとめ

本章では，災害弱者の支援を目的とした避難所決定手法 1）Fixed-rate Reduction

Methodと 2）Simulation-based Reduction Methodの 2種類を提案した．それぞれ

の手法は，従わない健常者が存在することを想定した上で，避難所に決定する人

数を制限した上で，災害弱者を優先した避難所決定を行う．決定可能人数の制限

の方法は 2つの手法で異なり，前者は全ての避難所に対して一律の割合で適用，

後者はシミュレーションの結果を基に混雑が想定される避難所を特定し，訪れる

被災者の人数を基に制限する数を設定する．それぞれの手法について，災害弱者

が存在するシナリオにて避難先を決定，シミュレーションを行い，避難完了時間

をHKP手法と比較した結果，下記の知見が示された．
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• 指示に従わない健常者が存在する場合，災害弱者に優先性を持たせるのみ

の手法 (FRM(r=0))では，災害弱者がたらい回しにされ，避難完了時間が大

幅に増加することになる．

• FRMについて，避難所の決定可能人数の制限を設けた場合，災害弱者の避

難完了時間の削減が可能となるが，制限の割合が非常に大きい場合，避難

所の決定が不可能となる．

• SRMは従わない健常者の数が想定を下回る場合，ベースラインの HKP手

法と比較して，災害弱者の平均避難時間の削減，より多くの災害弱者の早

期避難が可能となる．
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6. 世帯構成員同士の合流を目的とした避難所決定
本章では，課題 3「世帯構成員が離れている状態において構成員同士をどのよ

うに避難所で合流させるか」に対して，手法を対応させるようにした．提案する

手法の詳細と，手法を適用させて場合の結果について説明する．

6.1 課題要件

突発的な災害の発生時にて，家族の構成員が外出しているために，構成員同士

が別々の場所で被災する可能性が大いにある．このような状態は家族の安否確認，

被災者の行動や心理状態に影響を及ぼすと考えられている．従って，被災者同士

の社会的関係を考慮した避難指示が必要となる．世帯ごとに対して避難指示は多

くの場合，家族同士で予め自宅付近を基準とし避難先を決めておくことを推奨し

ている．しかし，自宅付近から遠く離れている場所で被災した場合，予め決めた

避難所までの到着時間は大幅に長くなる．

HKP手法及び課題 1,2に対して提案した手法はいずれも個人ごとの被災者に対

して避難所を決定しており，被災者同士の関係性を考慮したものではない．世帯

構成員同士が離れている状態ではそれぞれが別々の場所へ割り当てられることに

なる．

本章にて提案する手法は，複数人で構成される団体に対して避難所を決定する

よう世帯構成員が同一の避難所にて合流させることを制約とした上で，より短い

時間で被災者を避難完了させることを目的とする．

6.2 手法手順

これまで説明した避難所決定手法，ベースラインのHKP手法，4章のCAHKP

手法，5章の FRM，SRMはいずれも 1ステップごとに単一の被災者に対する避

難所割り当て，アイテムの重さが均一となるナップサック問題を解いていた．そ

れに対し，本章にて提案する手法は，避難所に割り当てる対象は「世帯」，複数

人で構成されるグループ，すなわち重さの異なるアイテムをナップサックに入れ
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る問題を扱うことになる．そのため，アイテムの重さに当たる予想避難時間を世

帯ごとに設定しなければならない．表 8は変数の一覧である．

表 8: 世帯に関係する変数の定義

変数 定義

ei 被災者 i

Hk 世帯 k

nk 世帯 kの構成員の数

ti j 被災者 iの避難所 jまでの予想避難時間

t ′k j 世帯 kの避難所 jまでの予想避難時間

上記の変数を設けた上で，新たな避難所決定アルゴリズムGroup Heuristic Knap-

sack Problem(GHKP)手法を構築する．Algotirhm3はGHKP手法の手順の流れを

示したものである．
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Algorithm 3 GHKP手法の手順

Input: I:被災者の集合，H:世帯の集合，J:避難所の集合．T Matrix:被災者と避難

所による避難時間行列，C j:避難所 jの定員

Output: XHJ:避難所決定リスト．

1 : T Matrix←Convert(T Matrix)

2 : T Matrix← SortArc(T Matrix)

3 : while |H|> 0 do

4 : h, j← GetMinimumEvacuationTime(T Matrix)

5 : T Matrix← RemoveEvacuee(T Matrix,h, j)

6 : if C j ≥ nk then

7 : Xk j ← 1

8 : T Matrix← RemoveShelter(T Matrix, j,J)

9 : C j ←C j - nk

10 : if C j = 0 then

11 : T Matrix← RemoveShelter(T Matrix, j,J)

12 : end if

13 : end if

14 : end while

避難所決定前に行う処理として，Algotirhm3の第 1行目にて示されている，予

想避難時間行列の変換である．ここでは，各世帯の避難所までの予想避難時間を

算出することで，[被災者] × [避難所]の避難時間行列は [世帯] × [避難所]の行

列へと変換される．

世帯 kに対する避難所 jまでの予想避難時間 t ′k jは世帯 kに所属する各構成員の

避難所までの所要時間を基に算出する．この時間の算出方法について以下の 4つ

のパターンを提示する．
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6.2.1 自宅基準時間設定 (GHKP-Home)

最初に，多くの自治体で採り入れられている避難方針を参考に，被災者が土地

勘がある場所や予め決めておいた場所へ向かいやすいものと仮定する．それに従

い，自宅地点から避難所までの時間を世帯の予想避難時間としている．

t ′k j = TimeFromHomeToShelterk j (8)

6.2.2 最大避難時間設定 (GHKP-Max)

自宅基準時間設定とは異なり，構成員の現在地を反映する設定を考案する．こ

の設定では，最も避難に時間を要する構成員を基準とするものであり，世帯 kの

構成員の中で避難所 jまでの予想避難時間の最大値が世帯 kから避難所 jに対す

る世帯予想避難時間 t ′k jとして以下の式のように算出される．

t ′k j = max
ei∈Hk

ti j (9)

6.2.3 最小避難時間設定 (GHKP-Min)

構成員の内，避難所までの予想避難時間が最も小さい値が世帯の予想避難時間

と設定される．避難所に最も近い構成員が先に場所を確保し，残りの構成員が後

から集まる．世帯予想避難時間の式は以下のように表される．

t ′k j = min
ei∈Hk

ti j (10)

6.2.4 平均避難時間設定 (GHKP-Average)

世帯内の避難時間の総和を減少させることを考え，予想避難時間の平均を世帯

の避難時間と設定する．
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t ′k j =
1
nk

∑
ei∈Hk

ti j (11)

以上のいずれかのパターンによって，各世帯ごとの避難所までの予想避難時間

が算出され，行 1で示すように「世帯」×「避難所」の避難時間行列が生成され

る．その後，同様に順で各世帯の目的地となる避難所が決定される．この時，HKP

手法が個人ごとに避難所を決定するに対し，GHKP手法は 1ステップに複数人を

割り当てる必要がある．行 6で示すように，避難所の空き定員が世帯構成員人数

以上であるかを確かめる必要がある．

6.3 評価手順

本章の手法の制度を評価するためのシミュレーションの設定，比較する手法パ

ターンについて説明する．

6.3.1 対象シナリオ

当手法の効果を測定するのに適した状況として，世帯の情報の把握が可能であ

り，一定数の人口を持つ一都市での災害発生時を評価のためのシナリオとして設

定する．ここでは，その一例として，奈良県生駒市全域にて生駒断層地震が夕方

時に発生した際のシナリオを用いて検証を行う．図 21は対象となる生駒市のシ

ミュレーション上の図全体を表したものである．
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図 21: 生駒市全体図

市の作成するデータでは地震発生時には市全域で 32707人の被災者が出ると想

定され，各避難所を中心とした区域ごとに想定被災者数が割り振られている．指

定避難所は市内に計 32箇所存在し，各避難所の定員は実際の収容可能人数をシ

ミュレーション上で設定している．

6.3.2 世帯構成

シミュレーション上にて，被災者同士の世帯関係を表現するために，本研究で

は作成された合成人口データを参照することで対処をする．合成人口データは，

国勢調査，国，都道府県，市町村の統計を基に，対象地域と同規模数の人口及び

世帯の情報を仮想的に構築したデータである．データには各住人の住所の位置 (緯
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度，経度)，個人番号，世帯番号，年齢などの情報が含まれている．対象となる生

駒市のデータより，32,707人分を抽出，各世帯の構成人数は 1～8人とし，区域

ごとの人数を合わせて，住人のデータセットを作成した．また，合成人口データ

の使用条件に基づき，異なる 10セットの構成パターンより，データセットをそれ

ぞれ作成し，シミュレーションを実施した．

6.3.3 被災者の分布，初期位置

生駒市より提供されたデータに基づき，各町毎の住人の数を設定する．ここで，

実際の被災状況を想定して，自宅地点から避難を開始する場合と自宅の外から行

動する場合でエージェントの初期位置が決定される．先述の合成人口データに含

まれる住人の住所に相当する緯度，経度情報を用いて，シミュレーションのマッ

プ上に該当する地点を被災者が行動を開始する自宅地点と設定する．一方，自宅

外から避難行動を開始する被災者を再現することについて，日常的に人が自宅か

らどれほどの距離の場所へ外出することが多いかについての情報が必要になる．

そこで，この実験では Agoop5より提供される流動人口データを利用する．この

データは匿名化された位置情報をスマートフォンより収集したものであり，本実

験では，奈良県の 31,429人分，2021年 2月 21日から 27日のデータを使用する．

外出距離の推定のため，シナリオの時間帯に近い 17時，自宅にいることが想定

される 3時の位置情報を参照する．それぞれの時間での位置同士の距離を個人の

外出距離と考える．

5https://www.agoop.co.jp/
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図 22: 流動人口データ内ユーザーの移動距離の分布

図 22は対象地域内のユーザーの移動距離の分布を表したものである．対象の

データでは 0.5km以下のユーザーは 55.62%である．この分布を参照し，エージェ

ントが行動を開始する地点を決定する．
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図 23: エージェントの行動開始地点の決定フローチャート

図 23は被災者エージェントのシミュレーション上の行動開始地点を決定する

プロセスを表したフローチャートである．移動距離の割合分布より各エージェン

トの移動距離が決定され，移動距離 0.5kmを基準とし，条件を満たす区域，行動

開始地点が選択される流れである．移動距離が「0.5km以下」の場合，合成人口

データの緯度，経度で表される自宅となる地点から行動を開始する．一方，「1km

～2km」「3km～4km」などのそれ以外の距離の場合，異なるプロセスを経て，自

宅外の行動開始地点が決定される．e-statの境界データより，市は町毎の全 118区

分で分割され，被災者エージェントの自宅地点がある区域を中心として移動距離

に該当する町を探索する．候補の中から任意に選ばれた区域内に存在する任意の

地点から行動する．該当する区域が存在しない場合，全ての区域を対象にランダ

ムで選ばれ，選ばれた区域内の任意の地点より行動を開始する．
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6.3.4 評価指標

手法の評価には先述した手法と同様，平均避難時間，避難完了時間，避難完了

率推移を用いる．10種類の異なる合成人口データ生成したデータセットよりシ

ミュレーション上にエージェントを配置し，各避難所決定パターンを適用する．

また，HKP手法によって被災者を個人ごとに避難所を割り当てた場合について

も，避難完了時間を計測し，GHKP手法の結果と比較する．更に，HKP手法によ

る避難所決定について，同世帯の構成員同士が同じ避難所に合流に成功したかど

うかについても評価する．全世帯での集合成功率を gh，単独世帯を除いた 2人以

上の構成員がいる世帯での集合成功率を gh′とし，

gh = 100∗ S
N
[%] (12)

Nは全世帯数，Sは合流に成功した世帯数である．

単身世帯を除いた集合度を次のように表す．

gh′ = 100∗ S′

N′ [%] (13)

N′は単独世帯を除いた全世帯数，S′は合流に成功した単独世帯以外の世帯数で

ある．

世帯ごとに避難所を決定するGHKP手法では，世帯構成員同士は必ず同じ避難

所に合流するため，gh及び gh′は 100となる．

6.4 実験結果

シミュレーションを実施し，各手法，設定における被災者の避難完了時間及び

世帯合流成功率の結果を示し，比較する．
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6.4.1 平均避難完了時間

図 24: 平均避難完了時間比較

図 24は各避難時間設定パターンの平均避難完了時間を表したものである．図に

示すように，個人ごとに避難所を決定する HKP手法が全ての中で平均避難時間

が最小の結果となり，範囲は 776.73秒から 787.91秒であった．世帯ごとの避難所

決定GHKP手法のパターンの中で比較すると，平均避難時間設定GHKP-Average

にて，その範囲は 1,878.93秒から 1,896.51秒となった．
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6.4.2 全体避難完了時間

図 25: 全体避難完了時間比較

図 25は各避難時間設定パターンの全体避難完了時間を表したものである．平均

避難完了時間と同様，HKP手法では他のパターンよりも短く，10セットでの範囲

は7,649秒から8,119秒となり，平均は7,911.9秒という結果となった．GHKP-Max

のパターンにおいて全体避難完了時間が最小となり，範囲は 12,444秒から 13,574

秒であった．10セットでの平均は 12,929.6秒となった．
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図 26: 全体避難完了率推移

図 26は全被災者の避難完了率の推移を表したものである．HKP手法はGHKP

手法のいずれの設定よりも避難完了率の時間ごとの上昇率が高く．GHKP-Maxは

先述の通り全被災者を避難するまでの時間が他のパターンよりも早い一方，避難

の初期段階での避難完了率の上昇率は一番低い結果となった．3,510秒頃に避難

完了率が 77%に達するまで，他のパターンの避難完了率を下回っている．GHKP-

Averageは約 4,900秒頃にて，HKP手法を除いたパターンの中で最も高い避難完

了率 90%に達する．
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6.4.3 集合率

表 9: HKP手法による世帯構成員の合流成功率

Set N [世帯数] S [世帯数] S′ [世帯数] gh [%] gh′ [%]

1 14010 6314 2343 45.06 23.33

2 14123 6463 2426 45.76 24.05

3 14089 6394 2303 44.74 22.82

4 14209 6598 2456 46.43 24.39

5 14081 6345 2367 45.06 23.42

6 14123 6425 2334 45.49 23.26

7 14058 6312 2366 44.89 23.39

8 14170 6459 2372 45.58 23.52

9 14301 6625 2470 46.32 23.34

10 14287 6624 2391 46.36 23.78

表 9はHKP手法を適用した場合にて，世帯構成員が全員が同じ避難所に合流す

ることに成功した割合を各セットごとに示したものである．全世帯を対象都市，全

ての構成員が同じ避難所での合流に成功した割合は 44.89%～46.43%であり，10

セットの平均は 45.57%となった．一方，単独世帯を除いた 2人以上の構成員が

いる世帯での合流成功率は 22.82%～24.39%であり，10セットの平均は 23.67%と

なった．

6.5 結果と考察

実験の結果より，GHKP手法の各予想避難時間設定パターン同士，GHKP手法

とHKP手法の間にて，避難完了時間や世帯構成員の集合率に大きな差が生じた．

被災者同士を制約が存在することにより，平均避難完了時間及び全体避難完了時

間の増加を引き起こすこととなった．一方，GHKP手法同士の結果では，離れて

いる世帯構成員同士を合流させる際に，重視すべき点が考察される．
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6.5.1 被災者の位置情報

多くの自治体などで採用されている「自宅の位置を基準として避難場所を決定

する」避難指示方針を参考にしている「自宅基準時間設定 (GHKP-Home)」は被

災者の現在地が考慮されないパターンとなる．この設定と比較すると，被災者の

現在位置情報を把握し，その地点からの時間を反映しているGHKP手法の他の設

定は，より短い避難完了時間の結果を出している．特筆する点として，最大避難

時間設定 (GHKP-Max)では全被災者の避難を全設定の中で最小の時間で完了させ

る一方で，最小避難時間設定 (GHKP-Min)は避難完了時間が平均，全体共に非常

に長くなる結果となった．最大避難時間設定は最も避難に時間がかかる構成員を

中心としており，ヒューリスティックな手順が適用されることで避難時間が極端

に長くなることを防いでいる．反対に最小避難時間設定では，避難所から最も遠

い構成員の影響が非常に小さい．この性質は自宅基準時間設定にも共通するもの

であるため，両者との避難完了時間の結果の差は小さい．しかしながら，最大避

難時間設定は初期段階における避難完了率の増加具合が他のパターンより低い欠

点がある．これに対し，平均避難時間設定 (GHKP-Average)では平均避難完了時

間はGHKP手法の中で最も低く，全体の避難完了率推移の結果では早期段階で他

のパターンよりも多くの被災者を避難させている．被災者の位置情報を把握し尚

且つ複数人のグループを合流させるにあたり基準とする被災者の選択が重要な課

題となると考えられる．

6.5.2 集団の考慮

個人ごとに被災者の避難先を決定するHK手法について，世帯構成員の合流が

可能となるかを検証した結果，複数の構成員を持つ世帯で，全員が同じ避難所で

合流することに成功したのは僅か約 23.6%程であった．一方，GHKP手法は同じ

世帯の構成員同士を同じ避難所に決定する制約が存在することで，平均避難完了

時間は 2.4倍以上，全体避難完了時間で 63%以上増加する結果となった．世帯合

流率の促進と避難完了時間の削減，2つの結果を総合すると，両者の間のトレー

ドオフの関係が伺えるものだった．避難時間が短縮が求められる場合と時間があ

る程度の確保が可能である場合にて，
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実際の地震発生時のケースにおいても，家族を捜索や救助する行動は被災者を

危険に晒す場合があることが考えられている．Yunらが東日本大震災時の避難行

動を調査しており，死亡の要因となった行動として「他人を助けに行く (22.4%)」，

「救助の仕事 (13.9%)」，「家族や親戚を探しに行く (9.7%)」を挙げている [113]．

Lindellらが 2009年のサモア沖地震にて行った調査でも，家族を探したり，他人

を助けに行く行為は避難の遅れを生じさせることが指摘されている [114]．また，

岩手県，三陸地方を中心に伝えらえている「家族や知人と集まる前に個人ごとで

移動することが迅速な避難に繋がり，被害を最小限に抑えられる」という方針も

存在する [115] [116]．

上記の調査と本章でのシミュレーション結果を考慮すると，家族などの集団を

合流させる方針は，避難の遅延や死傷者の増加を引き起こすなどの欠点が存在す

る．「避難完了時間の削減」と「世帯構成員の合流」の二つの目的を十分に満たす

ことを目指す場合，より有効な決定プロセスが要求されると考えられる．具体的

に，一定の時間での合流させる世帯の割合に制限をした上で避難所を決定する，

「世帯」×「避難所」による避難時間行列を生成する際の予想避難時間の設定を

一律の基準で算出する代わりに各世帯に分散状況に適した算出方法などが考えら

れる．

6.6 本章のまとめ

本章では，世帯構成員が離れている状況を想定し，複数人の集団ごとに避難所

に割り当てる避難所決定手法Group Heuristic Knapsack Problem(GHKP)手法を考

案した．この手法の世帯ごとの予想避難時間について，異なる 4つのパターン「自

宅基準時間設定 (GHKP-Home)」「最大避難時間設定 (GHKP-Max)」「最小避難時

間設定 (GHKP-Min)」「平均避難時間設定 (GHKP-Average)」を提示した．世帯構

成のデータを用いて生駒市を例にした避難シミュレーションを行い，HKP手法も

加えて実験を行った結果，以下の知見が得られた．

• 被災者の現在地情報を活用した設定，とりわけ避難所から最も遠い構成員

の影響を大きく受ける「最大避難時間設定」と「平均避難時間設定」は，一
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般的な「自宅を中心にした場所に集まる」方針を反映した「自宅基準時間

設定」と比較して，それぞれ全体避難完了時間，平均避難完了時間の削減

させることが可能となった．

• 全ての世帯構成員を同じ避難所に手合流させる手法では，避難完了時間の

著しい増加が見られた一方，被災者を単一に割り当てるHKP手法では合流

が可能となる複数人世帯は平均して 23.6%程になり，避難完了時間の削減

と世帯構成員の合流のトレードオフの関係が示唆された．
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7. 考察
本章では，これまで行った 3つの避難所決定手法の結果を踏まえ，提案手法に

よる効果とそれらをより広い避難シナリオにおいて適用，拡張する方法について

考察する．同時に，本研究の避難所決定システムが持つ課題や避難所決定システ

ムを設計，実運用するために求められる要件について述べる．

7.1 各手法の効果と活用案

本研究では，課題 1:避難移動中の混雑の緩和，課題 2:災害弱者の支援，課題 3:

世帯構成員の合流を設定し，それぞれの課題に対応するためにベースラインとな

る避難所決定手法を拡張させた新たな避難所決定手法を示した．マルチエージェ

ントシミュレーションにより提案した手法をベースライン手法と避難完了時間等

の結果を比較した結果，課題 1については避難完了時間と避難経路上の混雑度数

の減少，課題 2では指示に従う健常者の数が避難所決定時の想定範囲内である場

合での災害弱者の避難完了時間の削減，課題 3では構成員の位置情報を把握する

ことで避難完了時間の増加を抑制できること，避難完了時間の削減と世帯構成員

の合流の 2つの目的のトレードオフ関係が示された．

課題 2と課題 3については，特に，被災者自身の特徴，属性に起因する問題の

解決を目的としたものである．両者の課題で扱った避難所決定問題には被災者の

属性に関する制約が存在しており，ベースライン手法を基準とした際，それぞれ

の設定した目的と「避難完了時間の削減」が互いに相反する関係，又は限られた

条件下で目的が達成される結果が確認された．上記の結果はそれぞれの課題に対

応する手法にて，課題 2では「避難所に割り当てる人数の制限の割合」，「従わな

い健常者の割合」，課題 3では「世帯の内，基準とする構成員によって変化する

世帯に対する避難所までの予想避難時間」，以上のパラメータの値を変更させて

複数の避難所決定パターンを提示，各パターンでの避難完了時間の変化を測定す

ることで得られた．

このように，それぞれの課題にて，被災者属性や避難行動に関する要因につい

て，シミュレーション上での推定方法，各種パラメータの設計を行った．各設定
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について複数のパターンでの避難所決定のシミュレーションを行うことにより，

避難完了時間にどれ程の影響があるか，任意の時間内にて収容できる被災者の人

数を推定することが可能である．シミュレーションのパラメータ設定の方法，計

測された避難時間結果等に関する情報を，行政や自治体などに提供することで，

災害発生前の避難計画の立案及び発生後の避難指示の意思決定での活用が期待で

きる．具体的な例として，災害発生に備えた訓練，事前シミュレーション，災害

発生時にて任意の時間内にて避難所に収容可能な災害弱者の数や世帯構成員の合

流可能性の判断や支援する目的対象の達成基準を定めるのに有効となると考えら

れる．事前の避難シミュレーションを実行することにより，被災地域のどの地点

で混雑が発生するかの確認にも繋がり，被災者のたらい回しや避難時間の遅延の

計測を行うことにより，避難所の開設や被災者の受け入れるタイミングの決定，

被災者をどのような順番で誘導させるか，そのための誘導員の配置案に関する行

政或いは行事の主催者側の計画に本研究の手法が貢献することが期待される．更

に日や時間毎の対象地域内の人口分布状況を参照した特定の期間や時間帯に合わ

せたシミュレーションの設計，避難誘導方針の策定，その他，課題 1で示したよ

うなシミュレーションを反復する手順を取ることで，混雑を緩和した上での避難

所決定パターンを示すことも可能となる．

7.2 課題の複合化に対する手法同士の統合

本研究では，帰宅困難者に関連する複数の問題に対して，個別に課題を設定，

各課題で避難所決定手法を提案したが，実際の避難状況では示した問題が複合化

することが想定できる．本研究で扱った課題を中心とした例では，災害弱者が介

護者と同伴しているケースが考えられ，これに対して課題 2による災害弱者の優

先と課題 3で示した複数人ごとの単位での避難所決定を統合する方法が求められ

る．具体的な手順として，世帯から見た避難所までの予想避難時間は，移動可能

距離の問題を考慮した上で災害弱者を中心とした時間が設定され，災害弱者がい

る世帯を優先的に避難所に決定された後，残る世帯について課題 3で示した手法

を適用することが考えられる．
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7.3 動的な避難計画に向けて

課題 1と課題 2で扱った祇園祭を例とした観光客を含めた行事など混雑した都

心部にて災害が発生する場合では，リアルタイムに位置情報を取得し避難所の場

所を提示するシステムは非常に有効になるが，地域住民を対象にした避難計画に

おいても，本研究で扱った課題の内容の活用が考えられる．地方行政や自治体が

主導する避難計画では，住民について住所や年齢，世帯構成などの情報をベース

に，避難誘導や避難所の開設が行われる．しかし，災害の発生は突発的であるた

め，普段生活している土地勘のない場所にて被災するといった不測の事態も考え

られる．課題 3は自宅周辺以外の場所で被災することを想定し，住人の自宅位置

の情報ベースだけでなく，現在地の情報をより効率的に取得，活用した手法を提

案し，位置情報を反映することの有効性を示した．加えて，課題 1で示したよう

なシミュレーションの反復により，より効率的な方策へと収束させるられること

も期待できる．本研究にて扱った帰宅困難者発生時の災害対策，平時の訓練だけ

では困難な状況に対してエージェントシミュレーションが有効となり，同時にシ

ミュレーションと位置情報技術により，市町村と住民又は観光客によるデジタル

ツインの構築，災害避難システムへの応用も期待できる．一方，いずれのケース

においても，有効的な避難誘導を実現するために，シミュレーションは被災者行

動の予測や実環境との誤差の最小化が課題となる．そのため，システムの開発と

同時に，都市の住民，更には観光客なども含めた災害発生時の自治体のアクセス

を強固なものとするための啓発や訓練が要求される．

7.4 被災者分配の優先順位

災害時要支援者を対象に，重症度などに応じて，避難所へ搬送優先順位を決定

するトリアージの概念がある．このトリアージの問題に関係するものとして，本

研究では災害弱者に対する優先性 (課題 2)や世帯構成員が分散している状態でど

の構成員を基準として避難所までの避難時間を見積もるか (課題 3)に着目した．

本研究のベースライン及び提案した手法にて採用している避難所決定のアルゴ

リズムは避難所に近い被災者から順に決定するヒューリスティックな手順を踏ん
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でいる．この手順は，第 3章で言及した様に，被災者の指示に対する受託性や計

算時間の短縮化のメリットがある一方，避難完了時間について全体最適性を担保

するものではなく，加えて 5章で示したように，避難に時間がかかる被災者が避

難所決定にてより遠方の避難所に決定されやすくなる問題点が存在する．より短

い時間での避難効率の向上のために決定アルゴリズムの手順の改良について検討

する余地があるが，災害の種類，人口内の災害弱者の比率，発生時の被災者の分

布の仕方によって，避難所の割り当ての際に優先すべき要件も変化する．課題 2

の結果が示すように優先性を設けることが有効になるケースの条件を把握しなけ

ればならない．

災害弱者についても，各個人の身体能力や情報取得能力などの差によって，災

害時に受ける被害の深刻度が異なり，それに伴い避難誘導での優先度も変わる．

災害弱者の段階の設定，段階ごとの対応について考慮した決定も必要になる．本

研究では，課題 2にて健常者と比較して身体的に行動が不利となる被災者を災害

弱者と位置付け，「健常者」と「災害弱者」の 2つに被災者を分類した．しかし，

災害弱者に該当する被災者の要因には身体的要因だけでなく，外国人を例に情報

を得る能力が関係することが指摘されている．平成 3年度防災白書では，以下の

条件が定義されている [117]．

• 自分の身に危険が差し迫った時，それを察知する能力がない，または困難

な者．

• 自分の身に危険が差し迫った時，それを察知しても適切な行動を取ること

ができない，又は困難な者．

• 危険を知らせる情報を受け取ることができない，または困難な者．

• 危険を知らせる情報を受け取ることができても，それに対して適切な行動

をとることができない，または困難な者．

上記で示した広義の条件に該当する災害弱者に対応するためには，負担の大き

さや内容に応じて，さらに多くの段階や区分を設け，各段階に応じて避難誘導の

優先順位を検討する必要がある．
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又，先述した様に，高齢者や身障者は避難行動時に介護者や同居する家族を同

伴する場合が非常に多い．そのため，課題 3で扱った複数人の割り当てに関して，

災害弱者本人だけでなく，その家族や付き添う支援者，集団の人数を考慮した決

定への発展が必要になると言える．

7.5 被災者の行動心理を考慮した避難所決定

本研究での避難所決定手法は避難開始時に全被災者に対して目的地となる避難

所を提示し，被災者がシステム側からの指示に従うことで全体の避難をより短い

時間で完了することが可能となる．しかし，実際の避難時にて全ての被災者が指

示に従うとは限らない．課題 2では「指示に従わない被災者が存在すること」に

よる災害弱者の避難にどれ程の遅延が生じるか，さらに，そのような状況下にお

いても災害弱者の避難完了時間を削減が可能となるような避難所決定手法を提案

した．

課題 1，2では避難先の指示を行った後の被災者の挙動による影響を把握する

ためにシミュレーションを利用し，その影響を緩和するために避難所決定手法に

新たなプロセスを追加した．課題 3においても被災者同士の社会的関係の影響に

ついて取り上げているが，世帯構成員同士の合流或いは避難完了時間の最小化の

どちらを優先するか，各世帯で異なることが考えられる．

本研究で行ったシミュレーション上でのエージェントの行動パターンは指示に

従って避難所に向かう或いは指示に従わず最短の避難所を探す，被災者の区分に

よって歩行速度が異なるといった仕様になっている．より精度の高い被災者の行

動の再現をするため，被災者側の指示を受けて，行動の選択などの意思決定のシ

ミュレーション上の反映，及び意思決定予測が今後の焦点となる．

7.6 提案手法の課題

本論文では，ナップサック問題の考えを利用した避難所決定手法をベースライ

ンとし各課題に対応した手法を提案した．しかし，精度や実現可能性については
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既存手法，提案手法で共通する課題点が複数存在する．以下はそれらについて詳

細に説明する．

7.6.1 通信インフラの確立

本研究にて，提案，説明した避難所決定手法はいずれも避難支援システムと被

災者が持つデバイスとの通信，位置情報の取得が可能であることが前提となって

いる．しかしながら，実際の災害時では，通信機器が正常に作動しない，故障す

ることで通信障害が起きる可能性が高い．そのため，通信状況が不安定，デバイ

スとの通信が途絶される場合，避難所決定システムの利用は不可能となる．また，

システムを適用する地域内にて通信回線の状態の差によって，避難指示の伝達速

度に影響が生じ，指示側が想定する避難行動がされない場合がある．このような

回線の状態を考慮し，課題 2のような避難所の割り当て人数の制限を改良した対

処法が考えられる．

7.6.2 道路ネットワークの可便性

災害時の被害の一つとして，建物の倒壊や道路の通行止めの発生が含まれる．

本研究での避難所決定システムは災害が発生した直後，避難を開始した時点での

被災者の位置情報と道路情報を基に避難所と避難経路が決定される．平常時に通

行可能な道路が不通となった場合，被災者は移動経路又は避難先の変更，想定よ

りも避難完了が遅れるなどの影響を受ける．そのため，本研究で扱った避難所決

定手法は避難行動の途中時にて状況に応じた経路や避難場所の指示が不可能であ

る．この問題の対処方法として，道路環境上の障害物の発生を反映し，課題 1で

行ったシミュレーションの反復を適用することで，災害発生時の道路網の状態変

化を考慮して避難時間の推定を行う方法が考えられる．また，災害弱者，特に身

体障碍者に関しては，段差などの移動が不可能な場所が存在するため，避難所ま

での誘導には一意的ではない経路選択も同時に求められる．
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7.6.3 システムの運用環境

本論文で説明したマルチエージェントシミュレーション実験では約 30,000人規

模の被災者数，対象となる環境は都市部の一画，或いは一市全体のシナリオを想

定したものであり，被災者とシステムは常に通信が可能の状態となっている．よ

りシステムの実用的な運用について，地域ごとに設置可能なセンサ数，避難指示

を行うためのアプリケーションの配布，サーバーの構築といったシステム面に加

え，住民や来場者の人数や年齢，世帯情報，地形の特性を考慮した検証を行い，

それぞれの場面に適した手法の確立が必要である．

8. 結論
本論文は，帰宅困難者の発生時などの大規模な数の被災者を収容可能人数を持

つ割り当てる問題について，避難行動に影響する要因の「移動中の混雑」「災害

弱者の存在」「世帯構成員の合流」に着目し，それぞれ 3つの課題を設定した．こ

れに対し，ベースラインとなるナップサック問題の考えを用いた避難所決定アル

ゴリズムより，各課題に対応した新たな手法を提案した．提案した手法は，それ

ぞれ約 30,000人規模の避難シナリオのマルチエージェントシミュレーションを実

行し，避難完了時間を含めた避難効率の精度評価を行った．

課題 1では，シミュレーションにて混雑発生の再現を行い，その結果を反映し

た避難所の再決定を繰り返すことで移動中の混雑とその影響を軽減する避難所決

定の解を出力する Congestion-aware Heuristic Knapsack Problem手法を提案した．

シミュレーションの結果，全体避難完了時間を約 12%，避難経路上の混雑度数を

平均で 24%から 32.5%，最大値で 24.2%から 57.8%減少させる効果が得られた．

課題 2では，災害弱者の優先的に決定するだけでなく，指示に従わない健常者

が発生することを想定し，避難所に割り当てる人数の制限を行った．割り当てる

人数の制限には，1)全ての避難所に対して一律の割合の制限を適用するFixed-rate

Reduction Methodと，2)シミュレーションを行い，たらい回しにされる災害弱者

が発生することが想定される避難所に対して，訪れる被災者の人数の想定に合わ

せた制限を行う Simulation-based Reduction Methodを提案した．実験の結果，提
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案した手法は健常者の指示への貢献が一定数担保される場合において，災害弱者

の避難完了時間の削減が可能となることを明らかにしている．

課題 3では，複数人の集団ごとに避難所に割り当てるGroup Heuristic Knapsack

Problem手法を考案し，世帯に対する避難所までの予想避難時間について複数の

パターン「自宅基準時間設定」「最大避難時間設定」「最小避難時間設定」「平均

避難時間設定」を提示している．各パターンにおける避難完了時間の比較を行っ

た結果，「平均避難時間設定」において平均避難完了時間が約 23%，「最大避難時

間設定」において全体避難完了時間が約 22%減少し，構成員の現在地情報の反映

による避難時間削減の効果が確認された．更に，ベースライン手法での避難完了

時間と世帯構成員の合流の成功率を計測し，個人ごとに割り当てる場合と集団ご

とに割り当てる場合の差を評価した．世帯構成を考慮しない決定法では，全体避

難完了時間が 1時間 20分以上短い一方で，合流成功率は平均で 23.6%となり，避

難完了時間の削減と世帯構成員の合流の 2つの目的のトレードオフ関係が確認さ

れた．

本研究にて行ったシミュレーションの結果が，災害の様々な事例にて適用，応

用され，今後の避難計画立案の参考となることを期待し，本論文を締めくくる．
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